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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接着剤または封止剤であって、その接着剤または封止剤全体に対して、
　（Ａ）　１０～９０質量％の、ポリウレタン、ポリウレア、ポリアクリレート、ポリス
ルフィド、シリル化ポリウレタン、シリル化ポリウレア、シリル化ポリエーテル、シリル
化ポリスルフィドおよびシリル末端化アクリレートの群から選択される化合物、および、
　（Ｂ）　０．３２～４０％質量％の２－エチルヘキシル－メチル－テレフタレート、０
～８０質量％の充填材、０～１０質量％の流動性改質剤、および４０質量％までの少なく
とも１つのさらなる可塑剤
を含有し、前記少なくとも１つのさらなる可塑剤が、ジ－２－エチルヘキシルテレフタレ
ートを含む、接着剤または封止剤。
【請求項２】
　さらなる成分として、助剤および添加剤、分散剤、膜形成助剤、顔料、流動助剤、水捕
捉剤、接着促進剤、触媒、光保護剤および劣化防止剤、防火剤および／または殺生剤の系
列からの少なくとも１つを含有することを特徴とする、請求項１に記載の接着剤または封
止剤。
【請求項３】
　一成分系であることを特徴とする、請求項１または２に記載の接着剤または封止剤。
【請求項４】
　二成分系であることを特徴とする、請求項１から３までのいずれか１項に記載の接着剤
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または封止剤。
【請求項５】
　請求項１から４までのいずれか１項に記載の接着剤または封止剤の製造方法であって、
　ａ）　成分（Ａ）、成分（Ｂ）、および、充填材、可塑剤、チキソトロープ剤、酸化防
止剤およびＵＶ吸収剤の系列からの少なくとも１つの化合物を装入し、
　ｂ）　溶剤および接着促進剤の系列からの少なくとも１つの化合物を添加し、
且つ、該成分を均質に混合することを特徴とする、前記製造方法。
【請求項６】
　前記方法を、不連続的に実施することを特徴とする、請求項５に記載の接着剤または封
止剤の製造方法。
【請求項７】
　前記方法を、連続的に実施することを特徴とする、請求項５に記載の接着剤または封止
剤の製造方法。
【請求項８】
　接合部品の間での素材結合をもたらすための、請求項１から４までのいずれか１項に記
載の接着剤または封止剤の使用。
【請求項９】
　石、コンクリート、モルタル、ガラス、金属、セラミック、プラスチックおよび／また
は木材製の接合部品の間での素材結合をもたらすための、請求項８に記載の接着剤または
封止剤の使用。
【請求項１０】
　接合部品は、一方が表面であり、且つ他方がカーペット敷材、ＰＶＣ敷材、ラミネート
、ゴム敷材、コルク敷材、リノリウム敷材、木材敷材またはタイルであることを特徴とす
る、請求項８または９に記載の接着剤または封止剤の使用。
【請求項１１】
　素材結合が、地上建築の接合、伸縮接合、床の接合、ファサードの接合、建物部材の接
合、連結接合、グレイジング、窓のグレイジング、構造化グレイジング、屋根のグレイジ
ング、窓のシーリング、または衛生領域における封止接合であることを特徴とする、請求
項８または９に記載の接着剤または封止剤の使用。
【請求項１２】
　接合部品が、電気的、機械的、乗用車の、トラックの、キャンピングカーの、列車の、
トレーラーの、航空機の、船の、および線路の建築における部品であることを特徴とする
、請求項８または９に記載の接着剤または封止剤の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　発明の詳細な説明
　本願は、２０１０年６月２１日付けで出願された米国仮出願第６１／３５６６７１号を
、参照をもって包含する。
【０００２】
　本発明は、接着剤または封止剤の合計に対して少なくとも０．３２質量%の２－エチル
ヘキシル－メチル－テレフタレートを含有する特定の結合剤に基づく接着剤および封止剤
に関する。さらには、その製造方法並びにその使用が開示される。
【０００３】
　ポリウレタン、ポリウレア、ポリアクリレート、ポリスルフィド、シリル化ポリウレタ
ン、シリル化ポリウレア、シリル化ポリエーテル、シリル化ポリスルフィドおよびシリル
末端化アクリレートに基づく接着剤および封止剤は、非常に広い試用範囲を有し、且つ、
それぞれの使用目的に合わせた配合で、例えば地上建築および地下建築において、航空機
または車両産業において、および船の建築において使用される。この配合物の主成分は通
常、可塑剤であり、該可塑剤は配合物全体の４０％を上回る割合を構成し得る。ＤＩＮ５
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５９４５によれば、可塑剤とは、低い蒸気圧を有する、液体および固体の無作用の有機物
質のことである。溶解性および膨潤性に基づき、それらはポリマーの硬さを低下させ、充
填材とポリマーとの混合物を相溶化させ、且つ、低温での弾性を高める。殊に、接着剤お
よび封止剤中の可塑剤は、製造されるフィルムの伸縮性を高めるためにも役立つ。
【０００４】
　接着剤および封止剤は、可能な限り加工が容易であるべきであるが、しかし、充分に安
定であるべきでもある、即ち、用いられる可塑剤は、加工の際、例えばカートリッジから
の封止剤の噴射の際の力をなるべく低下させるべきであるのと同時に、安定性に持続的な
悪影響を及ぼすべきではない。この特性は、流動点によって測定される。さらには、接着
剤および封止剤は、架橋後に伸縮性と引っ張り強度との間の最適なバランスを達成し、且
つ、接合部品または基材へ載せられた後、最適に平坦になるべきである。
【０００５】
　上記の化合物もしくは方法では、ポリウレタン、ポリウレア、ポリアクリレート、ポリ
スルフィド、シリル化ポリウレタン、シリル化ポリウレア、シリル化ポリエーテル、シリ
ル化ポリスルフィドおよびシリル末端化アクリレートに基づく接着剤および封止剤特性の
最適化の基礎をなす問題が未だに最終的には解決されていないので、本発明は、加工がさ
らに容易な、これらのポリマーに基づく配合物を開発するという課題に基づいている。こ
の際、該接着剤および封止剤は、低い流動点並びに良好な機械的特性を有するべきであり
、加えて、最適な平坦化効果をもたらすべきである。
【０００６】
　本発明により、前記課題が、（Ａ）　ポリウレタン、ポリウレア、ポリアクリレート、
ポリスルフィド、シリル化ポリウレタン、シリル化ポリウレア、シリル化ポリエーテル、
シリル化ポリスルフィドおよびシリル末端化アクリレートの群から選択される少なくとも
１つの化合物と、（Ｂ）接着剤または封止剤全体に対して少なくとも０．３２質量％の２
－エチルヘキシル－メチル－テレフタレートとを含有する接着剤または封止剤によって解
決された。
【０００７】
　意外なことに、本発明による接着剤および封止剤は、一定の引張特性の際に、従来技術
と比較して改善された流動特性を有し、且つ、容易に平坦化されることが判明した。
【０００８】
　接着剤および封止剤という用語は、２つまたは複数の対象物または物体の間での結合を
もたらすことができる組成物、または、１つまたは複数の対象物または物体の中、上また
は間の開口部、継ぎ目または空間（例えば、溝、穴、裂け目、接合部品、隣接したまたは
重なり合った対象物の間の空間、微細孔および継ぎ目）の充填のために適した、各々の組
成物のことであると理解される。封止剤は、例えば、隣接した、または重なり合った構造
によってもたらされる空間、例えば窓の接合部および衛生物の接合部、または車両、航空
機または船の建築における接合部、並びに地上建築、地下建築、および床の接合部の充填
のために使用される。特別な実施態様においては、該封止剤を、表面平坦化のために、ま
たは上記の開口部、接合部または空洞を介した湿分、化学物質またはガスの流入または流
出を防ぐためのシール材として使用することもあり、その場合、上記の特性は、上記の接
着剤および封止剤の必須の特徴というわけではない。接着剤および封止剤は、使用の際ま
たは使用後に、組成物の１つまたは複数の成分の化学的または物理的作用によって硬化す
る。
【０００９】
　本発明の特別な実施態様においては、自己硬化性の接着剤および封止剤を扱っている。
これは、該組成物が適用後に、硬化プロセスのために外部的に必須である作用、例えば加
熱または照射をせずに、硬化すると理解される。さらなる実施態様においては、水中また
は他の溶剤（例えばポリアクリレート）中の、１つまたは複数のポリマーのエマルション
であり、それは、乾燥に際して物理的に硬化する。しかしさらに、用いられるプレポリマ
ーを、周囲の湿分によって重合することも可能であり、例えばイソシアネート末端化ポリ
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ウレタンまたはイソシアネート末端化ポリウレアのプレポリマーがそのケースに該当する
。本発明による接着剤および封止剤は、適用の直前または適用の間に、互いに接触される
か、および／または互いに混合される、２つまたはそれよる多くの成分系であってもよく
、その場合、そのように引き起こされた反応が系の硬化をみちびく（例えば二成分ポリウ
レタンまたはポリウレア系）。
【００１０】
　従って、本発明による接着剤または封止剤は、好ましくは一成分系または二成分系であ
ってよい。
【００１１】
　成分Ａ）として用いられるポリマーは、一般に、少なくとも１つの種類のモノマーの重
合によって得られた生成物である。ポリマーが２つまたはそれより多くの種類のモノマー
を含有する場合、これらのモノマーをあらゆる形態でポリマー中に配置することができる
、即ち、それらはランダムに分布しているか、またはブロックで存在することができる。
成分（Ａ）として、ポリウレタン、ポリウレア、ポリアクリレート、ポリスルフィド、シ
リル化ポリウレタン、シリル化ポリウレア、シリル化ポリエーテル、シリル化ポリスルフ
ィドおよびシリル末端化アクリレートの群からの少なくとも１つのポリマーを使用するこ
とが、本発明の本質である。
【００１２】
　該ポリウレタンおよびポリウレアは、少なくとも１つのポリオールもしくはポリアミン
成分、並びにポリイソシアネート成分から合成され、且つ、最適な連鎖延長剤を含有でき
る。
【００１３】
　ポリウレタンまたはポリウレアのプレポリマーの製造方式は、本発明にとって重要では
ない。従って、該製造方式は、一段階の工程かまたは二段階の工程であってよく、前記一
段階の工程は、ポリオールおよび／またはポリアミン、ポリイソシアネートおよび連鎖延
長剤を互いに同時に反応させ（例えばバッチ式反応で行うことができる）、前記二段階の
工程においては、例えば初めにプレポリマーを形成し、それを引き続き、連鎖延長剤と反
応させる。
【００１４】
　ポリウレタンまたはポリウレアは、なおもさらなる構造単位を含有でき、この場合、そ
れは殊にアロファネート、ビウレット、ウレトジオンまたはシアヌレートであってよい。
上記の基は一般に、単なる例であり、本発明によるポリウレタンおよびポリウレアは、さ
らなる構造単位も含有できる。分枝度も、本発明にとって重要ではなく、従って、直鎖の
ポリマーも高度に分岐した鎖のポリマーも用いることができる。
【００１５】
　本発明の好ましい実施態様において、ポリマー中に含有されるイソシアネート成分の、
ポリオールもしくはポリアミン成分の合計に対するモル比は、０．０１～５０、好ましく
は０．５～３．０である。
【００１６】
　イソシアネート成分は、好ましくは脂肪族、脂環式、芳香脂肪族および／または芳香族
化合物、好ましくはジイソシアネートまたはトリイソシアネートであり、これらの化合物
の混合物であってもよい。この際、ヘキサメチレンジイソシアネート－１，６　（ＨＤＩ
）、ＨＤＩウレトジオン、ＨＤＩイソシアヌレート、ＨＤＩビウレット、ＨＤＩアロファ
ネート、１－イソシアナト－３，３，５－トリメチル－５－イソシアナトメチルシクロヘ
キサン　（ＩＰＤＩ）、２，４－および／または２，６－トルイレンジイソシアネート　
（ＴＤＩ）および／または４，４’－、２，４’－および／または２，２’－ジフェニル
メタンジイソシアネート　（ＭＤＩ）、ポリマー　ＭＤＩ、カルボジイミド変性４，４’
－ＭＤＩ、ｍ－キシレンジイソシアネート　（ＭＸＤＩ）、ｍ－またはｐ－テトラメチル
キシレンジイソシアネート　（ｍ－ＴＭＸＤＩ、ｐ－ＴＭＸＤＩ）、４，４’－ジシクロ
ヘキシルメタンジイソシアネート　（Ｈ１２ＭＤＩ）、ナフタレン－１，５－ジイソシア
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ート　（Ｈ６ＸＤＩ）、１－メチル－２，４－ジイソシアナト－シクロヘキサン、テトラ
メトキシブタン－１，４－ジイソシアネート、ブタン－１，４－ジイソシアネート、１，
６－ジイソシアナト２，２，４－トリメチルヘキサン、１，６－ジイソシアナト－２，４
，４－トリメチルヘキサン、１－イソシアナト－１－メチル－４（３）－イソシアナトメ
チルシクロヘキサン　（ＩＭＣＩ）並びに１，１２－ドデカンジイソシアネート　（Ｃ１
２ＤＩ）が、好ましいとしてみなされる。さらには、４－ジクロロフェニルジイソシアネ
ート、ジシクロヘキシルメタン４，４’－ジイソシアネート、ｍ－フェニレンジイソシア
ネート、ｐ－フェニレンジイソシアネート、４－クロロ－１，３－フェニレンジイソシア
ネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，１０－デカメチレンジイソシア
ネート、リシンアルキルエステルジイソシアネート、３，３’－ジメチル－４，４’－ジ
フェニルメタンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレ
ンジイソシアネート、１，５－テトラヒドロナフタレンジイソシアネート、トリイソシア
ナトトルエン、メチレンビス（シクロヘキシル）－２，４’－ジイソシアネートおよび４
－メチルシクロヘキサン－１，３－ジイソシアネートであってよい。殊に、１分子あたり
２つまたは３つのイソシアナト基を有するポリイソシアネートが適している。しかし、ポ
リイソシアネート混合物であってもよく、この場合、該混合物中のイソシアネート成分の
平均ＮＣＯ官能価が、殊に２．１～２．３、２．２～２．４、２．６～２．８、または２
．８～３．０であり得る。誘導ポリイソシアネート、例えばスルホン化イソシアネート、
ブロックイソシアネート、イソシアヌレート、およびビウレットイソシアネートも同様に
使用できる。
【００１７】
　ポリオールもしくはポリアミン成分は、好ましくはポリエーテルエステルポリオール、
脂肪酸エステルポリオール、ポリエーテルポリオール、ポリエステルポリオール、ポリブ
タジエンポリオールおよびポリカーボネートポリオールであり、この場合、それらの化合
物の混合物であってもよい。該ポリオールおよび／またはポリアミンは、好ましくは２～
１０の、特に好ましくは２～３のヒドロキシル基および／またはアミノ基を含有し、且つ
、３２～３００００、特に好ましくは９０から１８０００ｇ／ｍｏｌの重量平均分子量を
有する。ポリオールとして、有利には、室温で液体であり、ガラス状の固体／アモルファ
スまたは結晶性のポリヒドロキシ化合物が適している。典型的な例としては、二官能性ポ
リプロピレングリコールが挙げられる。好ましくは、エチレンオキシドおよびプロピレン
オキシドの、ヒドロキシル基を有するランダムコポリマーおよび／またはブロックコポリ
マーも用いることができる。適したポリエーテルポリオールは、ポリウレタン化学におい
て自体公知のポリエーテル、例えば、開始剤分子の使用下で、ＫＯＨ触媒またはＤＭＣ触
媒を用い、スチレンオキシド、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシ
ド、テトラヒドロフランまたはエピクロロヒドリンから製造されるポリオールである。
【００１８】
　具体的には、殊にポリ（オキシテトラメチレン）グリコール（ポリ－ＴＨＦ）、１，２
－ポリブチレングリコールまたはそれらの混合物も適している。ポリプロピレンオキシド
、ポリエチレンオキシドおよびブチレンオキシド、およびそれらの混合物が殊に適してい
る。さらに、末端にヒドロキシル基を有するポリオール成分として使用可能なコポリマー
種は、以下の一般式のとおりである　（例えばＭａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　２００４
，　３７，　４０３８－４０４３による、「制御された」高速アニオン重合によって製造
可能）：
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【化１】

［式中、
　Ｒは同一または異なり、且つ、好ましくはＯＭｅ、ＯｉＰｒ、ＣｌまたはＢｒによって
表される］。
【００１９】
　さらには、ポリオール成分として、殊に２５℃で液体でありガラス状アモルファスまた
は結晶質のポリエステルジオールもしくはポリオールであって、ジカルボン酸またはトリ
カルボン酸、例えばアジピン酸、セバシン酸、グルタル酸、アゼライン酸、コルク酸、ウ
ンデカン二酸、ドデカン二酸、３，３－ジメチルグルタル酸、テレフタル酸、イソフタル
酸、ヘキサヒドロフタル酸および／またはダイマー脂肪酸と、低分子ジオール、トリオー
ルまたはポリオール、例えばエチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレング
リコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、１，４－ブタンジオール
、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、１，１０－デカンジオール、
１，１２－ドデカンジオール、ダイマー脂肪アルコール、グリセリン、ペンタエリトリト
ールおよび／またはトリメチロールプロパンとの縮合によって製造されるものが適してい
る。
【００２０】
　ポリオールのさらに適した群は、例えばカプロラクトンに基づくポリエステルであり、
「ポリカプロラクトン」としても称される。さらなる使用可能なポリオールは、ポリカー
ボネートポリオール、ダイマー脂肪アルコール、およびダイマージオール、並びに植物油
およびその誘導体、例えばヒマシ油およびその誘導体、またはエポキシ化大豆油に基づく
ポリオールである。さらに、ヒドロキシル基を有するポリカーボネートであって、炭酸誘
導体、たとえばジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネートまたはホスゲンと、ジオ
ールとの反応によって得られるものが考慮に入れられる。特に、例えばエチレングリコー
ル、１，２－および１，３－プロパンジオール、１，３－および１，４－ブタンジオール
、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、ネオペンチルグリコール、１
，４－ビスヒドロキシメチルシクロヘキサン、２－メチル－１，３－プロパンジオール、
２，２，４－トリメチルペンタンジオール－１，３、ジプロピレングリコール、ポリプロ
ピレングリコール、ジブチレングリコール、ポリブチレングリコール、ビスフェノールＡ
、テトラブロムビスフェノールＡ、グリセリン、トリメチロールプロパン、１，２，６－
ヘキサントリオール、１，２，４－ブタントリオール、トリメチロールプロパン、ペンタ
エリトリトール、キニット（Ｃｈｉｎｉｔ）、マンニット、ソルビット、メチルグリコシ
ドおよび１，３，４，６－ジアンヒドロヘキシットが適している。ヒドロキシ官能性ポリ
ブタジエン、とりわけ商品名「Ｐｏｌｙ－ｂｄ（登録商標）」として購入可能であるもの
も、ポリオール成分として、その水素化類似物と同様に役立つことができる。さらには、
ヒドロキシ官能性ポリスルフィド（商品名「Ｔｈｉｏｋｏｌ（登録商標）　ＮＰＳ－２８
２」として販売されているもの）、並びにヒドロキシ官能性ポリシランも考慮に入れられ
る。
【００２１】
　本発明により使用可能なポリアミン成分としては、殊にヒドラジン、ヒドラジン水和物
および置換ヒドラジン、例えばＮ－メチルヒドラジン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルヒドラジン、
アジピン酸、メチルアジピン酸、セバシン酸、ヒドロアクリル酸、テレフタル酸、イソフ
タル酸の酸ヒドラジド、セミカルバジドアルキレン－ヒドラジド、例えば１３－セミカル
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バジドプロピオン酸ヒドラジド、セミカルバジドアルキレン－カルバジンエステル、例え
ば２－セミカルバジドエチル－カルバジンエステルおよび／またはアミノセミカルバジド
化合物、例えば１３－アミノエチルセミカルバジドカーボネートが適している。さらには
、ポリウレタンおよびポリウレアの製造のためには、少なくとも２つのアミン基を有する
、ポリエステル、ポリオレフィン、ポリアセタール、ポリチオエーテル、ポリエーテルカ
ーボネート、ポリエチレンテレフタレート、ポリエステルアミド、ポリカプロラクタム、
ポリカーボネート、ポリカプロラクトンおよびポリアクリレートに基づくポリアミンが適
している。ポリアミン、例えば商品名Ｊｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商標）として販売されて
いるもの（ポリエーテルポリアミンである）も適している。
【００２２】
　ポリオール成分および／またはポリアミン成分として、いわゆる連鎖延長剤として公知
の種類のものであって、ポリウレタンおよびポリウレアの製造の際に過剰なイソシアネー
ト基と反応し、通常、４００未満の分子量（Ｍｎ）を有し、且つ、しばしば、ポリオール
、アミノポリオール、または脂肪族、脂環式または芳香脂肪族のポリアミンの形態で存在
するものが考慮に入れられる。
【００２３】
　適した連鎖延長剤は例えば以下のものである：
　・　アルカンジオール、例えばエタンジオール、１，２－および１，３－プロパンジオ
ール、１，４－および２，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，３－ジ
メチルプロパンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、シクロ
ヘキサンジメタノール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、ヘキシレングリコール
、２，５－ジメチル－２，５－ヘキサンジオール、エチレングリコール、１，２－または
１，３－プロパンジオール、１，２－、１，３－または１，４－ブタンジオール、１，２
－、１，３－、１，４－または１，５－ペンタンジオール、１，２－、１，３－、１，４
－、１，５－または１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルヒドロキシピバレート、ネ
オペンチルグリコール、ジプロピレングリコール、ジエチレングリコール、１，２－、１
，３－または１，４－シクロヘキサンジオール、１，２－、１，３－または１，４－シク
ロヘキサンジメタノール、トリメチルペンタンジオール、エチルブチルプロパンジオール
、ジエチルオクタンジオール、２－ブチル－２－エチル－１，３－　プロパンジオール、
２－ブチル－２－メチル－１，３－プロパンジオール、２－フェニル－２－メチル－１，
３－プロパンジオール、２－プロピル－２－エチル－１，３－プロパンジオール、２－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－１，３－プロパンジオール、２－ブチル－２－プロピル－１，３－
プロパンジオール、１－ジヒドロキシメチルビシクロ［２．２．１］ヘプタン、２，２－
ジエチル－１，３－プロパンジオール、２，２－ジプロピル－１，３－プロパンジオール
、２－シクロヘキシル－２－メチル－１，３－プロパンジオール、２，５－ジメチル－２
，５－ヘキサンジオール、２，５－ジエチル－２，５－ヘキサンジオール、２－エチル－
５－メチル－２，５－ヘキサンジオール、２，４－ジメチル－２，４－ペンタンジオール
、２，３－ジメチル－２，３－ブタンジオール、１，４－ビス（２’－ヒドロキシプロピ
ル）ベンゼン、および１，３－ビス（２’－ヒドロキシプロピル）ベンゼン、および
　・　δ－ヒドロキシブチル－ε－ヒドロキシ－カプロン酸エステル、ω－ヒドロキシヘ
キシル－γ－ヒドロキシ－酪酸エステル、アジピン酸－（β－ヒドロキシエチル）－エス
テルまたはテレフタル酸－ビス－（β－ヒドロキシエチル）－エステルおよび
　・　脂肪族ジアミン、芳香族ジアミンおよび脂環式ジアミン、殊にメチレンジアミン、
エチレンジアミン、１，２－および１，３－ジアミノプロパン、１，４－ジアミノブタン
、カダベリン　（１，５－ジアミノペンタン）、１，６－ヘキサメチレンジアミン、イソ
ホロンジアミン、ピペラジン、１，４－シクロヘキシルジメチルアミン、４，４’－ジア
ミノジシクロヘキシルメタン、アミノエチルエタノールアミン、２，２，４－トリメチル
ヘキサメチレンジアミン、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジアミン、オクタメチ
レンジアミン、ｍ－またはｐ－フェニレンジアミン、１，３－または１，４－キシリレン
ジアミン、水素化キシリレンジアミン、ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン、４，
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４’－メチレンビス－（オルト－クロロアニリン）、ジ－（メチルチオ）－トルエンジア
ミン、ジエチルトルエンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジブチルアミンジフェニルメタン、ビス－
（４－アミノ－３－メチルシクロヘキシル）メタン、２，２，４－および２，４，４－ト
リメチル－ヘキサメチレンジアミンの異性体混合物、２－メチルペンタメチレンジアミン
、ジエチレントリアミン、および４，４－ジアミノジシクロヘキシルメタン、並びに
　・　エタノールアミン、ヒドラジンエタノール、２－［（２－アミノエチル）アミノ］
エタノール。
【００２４】
　最終的に、ポリオール成分および／またはポリアミン成分は、例えば長鎖の、脂肪族カ
ルボン酸または脂肪アルコールから生じ得る二重結合を含有できることに言及すべきであ
る。オレフィン性二重結合を用いた官能化は、例えば、随意にアルキル、アリールおよび
／またはアラルキル置換されており且つ不飽和酸、例えばマレイン酸無水物、アクリル酸
またはメタクリル酸並びにそのそれぞれのエステルに由来する、ビニル基および／または
アリル基を組み込むことによっても可能である。
【００２５】
　本発明の意味において、好ましくは、ポリオール成分および／またはポリアミン成分は
、ポリプロピレンジオール、ポリプロピレントリオール、ポリプロピレンポリオール、ポ
リエチレンジオール、ポリエチレントリオール、ポリエチレンポリオール、ポリプロピレ
ンジアミン、ポリプロピレントリアミン、ポリプロピレンポリアミン、ポリ－ＴＨＦ－ジ
アミン、ポリブタジエンジオール、ポリエステルジオール、ポリエステルトリオール、ポ
リエステルポリオール、ポリエステルエーテルジオール、ポリエステルエーテルトリオー
ル、ポリエステルエーテルポリオール、特に好ましくは、ポリプロピレンジオール、ポリ
プロピレントリオール、ポリ－ＴＨＦ－ジオール、ポリヘキサンジオールカルバメートジ
オール、ポリカプロラクタムジオールおよびポリカプロラクタムトリオールである。さら
には、上記の化合物の混合物であってもよい。
【００２６】
　特に好ましい実施態様において、ポリウレタンまたはポリウレアは、分子量１０００～
１００００、殊に２０００～６０００、および特に好ましくは３０００～５０００ｇ／ｍ
ｏｌを有するポリオールを含有する。このポリオールは、特に好ましくはポリ－ＴＨＦ－
ジオール、ポリプロピレングリコール、並びにエチレンオキシドおよびプロピレンオキシ
ドのランダムコポリマーおよび／またはブロックコポリマーである。殊に、好ましい実施
態様においてはＤＭＣ触媒によって、および特に好ましい実施態様においてはＫＯＨ触媒
によって製造されたポリエーテルポリオールであってよい。好ましい実施態様において、
連鎖延長剤として、分子量６０～５００、殊に６０～１８０を有するジオールを用いるこ
とができ、その場合、グリコールのジオリゴマーが特に好ましい。本発明による接着剤お
よび封止剤の特性に関しては、ポリウレタンまたはポリウレアが、２，４－および／また
は２，６－トルイレンジイソシアネート（ＴＤＩ）および／または４，４’－、２，４－
および／または２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、およびまたは
１－イソシアナト－３，３，５－トリメチル－５－イソシアナトメチルシクロヘキサン（
ＩＰＤＩ）を含有する場合にさらに特に有利であり、殊に、２，４－異性体の割合が４０
％を上回るＴＤＩの異性体混合物が特に好ましい。
【００２７】
　本発明のポリウレタンまたはポリウレアは、架橋剤成分、連鎖停止剤成分、およびさら
なる反応性成分も含有できる。いくつかの架橋剤は少なくとも３つの、ＮＣＯに対して反
応性のある水素を有する連鎖延長剤の下で既に示された。殊に、グリセリン、テトラ（２
－ヒドロキシプロピル）エチレンジアミン、ペンタエリトリトール、トリメチロールプロ
パン、ソルビトール、スクロース、トリエタノールアミン、および、少なくとも３つの反
応性水素を有するポリマー（例えば、少なくとも３つのアミン基を有するポリエーテルア
ミン、ポリマーのトリオールなど）であってよい。連鎖停止剤として、殊に、反応性水素
を有する化合物、例えばモノオール、モノアミン、モノチオール、およびモノカルボン酸
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が考慮に入れられる。特別な実施態様においてはモノオールが使用され、この場合、Ｃ1

～Ｃ12－アルコール（殊にメタノールからドデシルアルコールまで）、高級アルコール、
ポリマー、例えば、ＯＨ基および構造単位、例えばグリセリンまたはサッカロースを有す
るポリエーテルおよびポリエステルであり、それらはＯＨ基を除くすべてが置き換えられ
ており、その置き換えの際、さらなる反応性水素は導入されていない。
【００２８】
　特にＵＶ耐性のある変化形においては、ポリオール成分として、好ましくは少なくとも
２つのＯＨ基を有するポリエステル、少なくとも２つのＯＨ基を有するポリカーボネート
、少なくとも２つのＯＨ基を有するポリカーボネートエステル、ポリＴＨＦ、ポリプロピ
レングリコール、エチレンオキシドおよびプロピレンオキシドのランダムコポリマーおよ
び／またはブロックコポリマーが使用される。
【００２９】
　ポリウレタン含有接着剤および封止剤は、さらには、安定化添加剤を、例えばＵＶ光線
、酸化に対する保護のために含有し、殊に、Ｈａｌｓタイプの添加剤が使用される。例と
しては、４－アミノ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンが挙げられる。
【００３０】
　ポリウレタンおよびポリウレアのために、潜在性硬化剤として、オキサゾリジン、殊に
ジエタノールアミンおよびイソブチルアルデヒドまたはピバルアルデヒド、および／また
はイソホロンジアミンからのアルジミン（Ａｌｄｅｍｉｎｅ）からのオキサゾリジン、例
えばＩｎｃｏｚｏｌ　ＨＰ、およびイミン、例えばＶｅｓｔａｍｉｎ　Ａ１３９、低分子
脂肪族ジアミン、例えばヘキサンジアミンおよび／またはポリエーテルポリアミン、例え
ばＪｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商標）およびイソブチルアルデヒドまたはピバルアルデヒド
および／またはポリアミン、例えばヘキサメチレンジアミンまたはヒドロキシピバルアル
デヒドエステルでブロックされたＪｅｆｆａｍｉｎ（登録商標）を使用できる。
【００３１】
　好ましい実施態様において、本発明による接着剤または封止剤は、遊離イソシアネート
基を有するポリウレタンまたはポリウレアを含有する。この場合、殊に、イソシアネート
末端化プレポリマーである。該イソシアネート基は、水（周囲からの湿分を含む）と反応
でき、その際、アミン基が形成され、それが他のポリウレタンまたはポリウレア分子のイ
ソシアネート基と反応し、且つ、この際にウレア結合が形成され、そのことによって接着
剤または封止剤が硬化する。
【００３２】
　さらなる実施態様において、ポリウレアまたはポリウレタン接着剤および封止剤は、二
成分系として構成される。第一の成分は、ポリイソシアネートおよび／またはＮＣＯプレ
ポリマーを、および第二の成分はポリオール、ポリアミンおよび／または連鎖延長剤を含
有できる。両方の成分の混合後、この両方の成分が互いに反応し、そのことによって接着
剤または封止剤が硬化する。
【００３３】
　さらなる本発明による実施態様において、ポリウレタンプレポリマーおよびポリウレア
プレポリマーが、二重結合を含有する少なくとも１つの適した官能化された重合可能な化
合物、例えばヒドロキシエチルメタクリレート、ヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロ
キシプロピルメタクリレート、ヒドロキシプロピルアクリレート、４－ヒドロキシブチル
ビニルエーテルおよびイソプレノールと反応する。
【００３４】
　シリル化ポリウレタンおよびシリル化ポリウレアは、少なくとも１つのポリオールもし
くはポリアミン成分、少なくとも１つのポリイソシアネート成分、および少なくとも１つ
のシリル化剤成分から構成される。
【００３５】
　好ましいポリオール成分もしくはポリアミン成分並びにポリイソシアネート成分として
、既に記載されたポリウレタンおよびポリウレアの製造のために挙げられた化合物の全て
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が適している。含有されるシリル化剤成分に関しては、以下が適している：
　１．　第一級および／または第二級アミノシラン；　αまたはγ位
【化２】

［式中、
　ＯＲ2は互いに独立してアルコキシ基によって表され、前記Ｒ2は、１～５個の炭素原子
を有するアルキル基、例えばメチル、エチル、イソ－プロピル、ｎ－プロピル、ｎ－ブチ
ル、イソ－ブチル、ｓｅｃ－ブチルであり、および／またはＯＲ2は、Ｃ1～Ｃ20－アルキ
ル基、アルキルアリール基、アルコキシ基、フェニル基、置換フェニル基、チオアルキル
基、ニトロ基、ハロゲン基、ニトリル基、カルボキシアルキル基、カルボキシアミド基、
－ＮＨ2基および／またはＮＨＲ基によって、オルト位、メタ位および／またはパラ位で
置換されている、フェノキシ基、ナフチルオキシ基、フェノキシ基であり、前記Ｒは、直
鎖、分枝鎖、または環式のＣ1～Ｃ20－アルキル基、例えばメチル、エチル、プロピル（
ｎ、イソ）、ブチル（ｎ、イソ、ｓｅｃ）またはシクロヘキシルまたはフェニルであり、
前記Ｒ’は、直鎖、分枝鎖、または環式のＣ1～Ｃ20－アルキル基、例えばメチル、エチ
ル、プロピル（ｎ、イソ）、ブチル（ｎ、イソ、ｓｅｃ）またはシクロヘキシルまたはフ
ェニルである］、
　２．　イソシアナトシラン；　αまたはγ位、
　３．　第一級アミノシランの、αおよびγ位でのマイケル付加およびヒダントインへの
閉環によって得られる生成物、例えばＵＳ　５３６４９５５号。
【００３６】
　含有されるシリル化剤成分に関して、特許出願ＷＯ２００６／０８８８３９号Ａ２およ
びＷＯ２００８／０６１６５１号Ａ１並びに特許文献ＥＰ１６８５１７１Ｂ１号が参照さ
れ、その内容は参照をもって本願に開示されるものとする。
【００３７】
　本発明の目的において好ましい、シリル化ポリウレタンもしくはシリル化ポリウレア中
に含有されるシリル化剤成分は、殊に以下の一般式のシランである：
　Ｙ－Ｒ1－Ｓｉ（Ｍｅ）n（ＯＲ2）3-n

［式中、
　Ｙは、－ＮＣＯ、－ＮＨＲ、－ＮＨ2または－ＳＨによって表される、
　Ｒは、１～２０個の炭素原子を有するアルキル基またはアリール基、例えばメチル基、
エチル基、イソ－プロピル基、ｎ－プロピル基、ブチル基（ｎ－、イソ－、ｓｅｃ－）、
シクロヘキシル、フェニル、およびナフチルによって表される、
　Ｒ1は、１～１０個の炭素原子を有する二価の炭化水素単位、例えばエチレン、メチル
エチレンによって表される、
　Ｍｅは、メチルによって表される、
　ＯＲ2は、互いに独立してアルコキシ基によって表され、前記Ｒ2は、１～５個の炭素原
子を有するアルキル基、例えばメチル、エチル、イソ－プロピル、ｎ－プロピル、ｎ－ブ
チル、イソ－ブチル、ｓｅｃ－ブチルであり、および／またはＯＲ2は、Ｃ1～Ｃ20－アル
キル基、アルキルアリール基、アルコキシ基、フェニル基、置換フェニル基、チオアルキ
ル基、ニトロ基、ハロゲン基、ニトリル基、カルボキシアルキル基、カルボキシアミド基
、－ＮＨ2基および／またはＮＨＲ基によって、オルト位、メタ位および／またはパラ位
で置換されている、フェノキシ基、ナフチルオキシ基、フェノキシ基であり、前記Ｒは、
直鎖、分枝鎖、または環式のＣ1～Ｃ20－アルキル基、例えばメチル、エチル、プロピル
（ｎ、イソ）、ブチル（ｎ、イソ、ｓｅｃ）またはフェニルである、且つ
　ｎは、０、１、２または３によって表される］。



(11) JP 5717849 B2 2015.5.13

10

20

30

40

50

【００３８】
　しかし、シリル化剤成分として、上記の化合物の少なくとも２つの混合物がポリマー中
に存在してもよい。
【００３９】
　好ましい実施態様において、シリル化剤成分として、殊にアミノ基またはイソシアネー
ト基含有アルコキシシランが興味深い。アミノ基含有アルコキシシランとして、殊に、３
－アミノプロピル－トリメトキシシラン、３－アミノプロピル－トリエトキシシラン、３
－アミノプロピル－メチルジメトキシシラン、３－アミノプロピル－メチルジエトキシシ
ラン、３－アミノ－２－メチルプロピル－トリメトキシシラン、４－アミノブチル－トリ
メトキシシラン、４－アミノブチル－メチルジメトキシシラン、４－アミノ－３－メチル
ブチル－トリメトキシシラン、４－アミノ－３，３－ジメチルブチル－トリメトキシシラ
ン、４－アミノ－３，３－ジメチルブチル－ジメトキシメチルシラン、アミノメチル－ト
リメトキシシラン、アミノメチル－ジメトキシメチルシラン、アミノメチルメトキシジメ
チルシラン、アミノメチル－トリエトキシシラン、アミノメチル－ジエトキシメチルシラ
ン、アミノメチル－エトキシジメチルシラン、Ｎ－メチル－３－アミノプロピル－トリメ
トキシシラン、Ｎ－メチル－３－アミノプロピル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－エチル
－３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－エチル－３－アミノプロピル－ジメト
キシメチルシラン、Ｎ－ブチル－３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－ブチル
－３－アミノプロピル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－シクロヘキシル－３－アミノプロ
ピル－トリメトキシシラン、Ｎ－シクロヘキシルアミノメチルトリエトキシシラン、シク
ロヘキシルアミノメチルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピル－トリ
メトキシシラン、Ｎ－メチル－３－アミノ－２－メチルプロピル－トリメトキシシラン、
Ｎ－メチル－３－アミノ－２－メチルプロピル－ジ－メトキシメチルシラン、Ｎ－エチル
－３－アミノ－２－メチルプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－エチル－３－アミノ－２
－メチルプロピル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－エチル３－アミノプロピル－ジメトキ
シ－メチルシラン、Ｎ－エチル－３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－フェニ
ル－４－アミノブチル－トリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－アミノメチル－ジメトキシ
メチルシラン、Ｎ－フェニル－アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－シクロヘキシル
－アミノメチル－ジ－メトキシメチルシラン、Ｎ－シクロヘキシル－アミノメチル－トリ
－メトキシシラン、Ｎ－メチル－アミノメチル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－メチル－
アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－エチル－アミノメチル－ジメトキシメチルシラ
ン、Ｎ－エチル－アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－プロピル－アミノメチル－ジ
メトキシメチルシラン、Ｎ－プロピル－アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－ブチル
－アミノメチル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－ブチル－アミノメチル－トリメトキシシ
ラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノ－プロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（２
－アミノエチル）－３－アミノ－プロピル－メチルジメトキシシラン、３－［２－（２－
アミノエチルアミノ）－エチルアミノ］－プロピル－トリメトキシシラン、ビス（トリメ
トキシシリルプロピル）アミン、ビス（ジメトキシ（メチル）シリルプロピル）アミン、
ビス（トリメトキシシリルメチル）アミン、ビス（ジメトキシ（メチル）シリルメチル）
アミン、３－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－メチル［３－（トリメトキシシ
リル）－プロピル］カルバメート、Ｎ－トリメトキシシリルメチル－Ｏ－メチルカルバメ
ート、Ｎ－ジメトキシ（メチル）シリルメチル－カルバメート、並びに、ケイ素上のメト
キシ基の代わりにエトキシ基またはイソプロポキシ基またはｎ－プロポキシ基またはｎ－
ブトキシ基またはイソブトキシ基またはｓｅｃ－ブトキシ基を有する類似物の群から選択
される化合物が適している。
【００４０】
　イソシアネート基含有アルコキシシランとして、殊に、イソシアナトプロピルトリエト
キシシラン、イソシアナトプロピルトリメトキシシラン、イソシアナトプロピルメチルジ
エトキシシラン、イソシアナトプロピルメチルジメトキシシラン、イソシアナトメチルト
リメトキシシラン、イソシアナトメチルトリエトキシシラン、イソシアナトメチルメチル
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ジエトキシシラン、イソシアナトメチルメチルジメトキシシラン、イソシアナトメチルジ
メチルメトキシシランまたはイソシアナトメチルジメチルエトキシシラン、並びにイソプ
ロポキシ基またはｎ－プロポキシ基を有するその類似物からなる群から選択される化合物
が適している。
【００４１】
　本発明により好ましく使用されるシリル化ポリウレタンおよびその製造に関してはさら
に、特許出願ＵＳ３６３２５５７号、ＵＳ５３６４９５５号、ＷＯ０１／１６２０１号、
ＥＰ９３１８００号、ＥＰ１０９３４８２　Ｂ１号、ＵＳ２００４２６００３７号、ＵＳ
２００７１６７５９８号、ＵＳ２００５１１９４２１号、ＵＳ４８５７６２３号、ＥＰ１
２４５６０１号、ＷＯ２００４／０６０９５３号、ＤＥ２３０７７９４が参照され、その
内容は参照をもって本願に開示されるものとする。
【００４２】
　本発明により使用可能なアクリレートとは、アクリル酸エステルおよびメタクリル酸エ
ステルの系列からの少なくとも１つのモノマーを含有する化合物であると理解され、その
際、好ましくは少なくとも７０質量％のポリマーが、アクリル酸エステル、メタクリル酸
エステルおよびスチレンの系列の少なくとも１つの化合物からなる。
【００４３】
　アクリレート成分のモノマーは、好ましくは、エチルジグリコールアクリレート、４－
ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアクリレート、ジヒドロシクロペンタジエニルアクリレ
ート、ラウリル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、イソボ
ルニル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、シアノアク
リレート、シトラコネート、イタコネートおよびその誘導体、（メタ）アクリル酸、メチ
ル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレ
ート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチ
ル（メタ）－アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ペンチル（メ
タ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリ
レート、ｎ－ヘプチル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、２－
プロピルヘプチル（メタ）－アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、
ノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリ
レート、ドデシル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、トルイル（メ
タ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、２－メトキシエチル（メタ）アクリ
レート、３－メトキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アク
リレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレ
ート、グリシジル（メタ）アクリレート、２－アミノエチル（メタ）アクリレート、γ－
（メタクリロイルオキシプロピル）トリメトキシシラン、（メタ）アクリル酸のエチレン
オキシド付加物、トリフルオロメチルメチル（メタ）アクリレート、２－トリフルオロメ
チルエチル（メタ）アクリレート、２－パーフルオロエチルエチル（メタ）アクリレート
、２－パーフルオロエチル－２－パーフルオロブチルエチル（メタ）アクリレート、２－
パーフルオロエチル（メタ）アクリレート、パーフルオロメチル（メタ）アクリレート、
ジパーフルオロメチルメチル（メタ）アクリレート、２－パーフルオロメチル－２－パー
フルオロエチルメチル（メタ）アクリレート、２－パーフルオロヘキシルエチル（メタ）
アクリレート、２－パーフルオロデシルエチル（メタ）アクリレートおよび２－パーフル
オロヘキサデシルエチル（メタ）アクリレートの系列からの少なくとも１つの化合物であ
る。
【００４４】
　特に好ましい実施態様においては、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレート、アクリル酸、メタクリル酸およびメチルメタクリレートの
系列からの２またはそれより多くのモノマーである。
【００４５】
　さらなる実施態様において、全ての上記のモノマーの少なくとも２つからのコポリマー
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を使用でき、この場合、得られるコポリマーが、接着剤および封止剤のための所望の使用
技術特性を有するような形態での比が選択される。所望の使用技術特性を有する適したコ
ポリマーは当業者に公知である。殊に、得られるコポリマーが、相応のホモポリマーのガ
ラス転移温度の間にあるガラス転移温度を有するモル比で用いられる、ｎ－ブチルアクリ
レートおよびメチルメタクリレートからのコポリマーが好ましい。総じて、本発明のアク
リレートは、コポリマーであってもホモポリマーであってもよい。
【００４６】
　アクリル酸コポリマーはさらに、他のエチレン性不飽和モノマー、例えばイソプレノー
ルまたはヒドロキシブチルビニルエーテルを含有できる。例としてはここで、モノ不飽和
およびポリ不飽和炭化水素モノマー、ビニルエステル（例えば、Ｃ1～Ｃ6－不飽和モノカ
ルボン酸のビニルエステル）、ビニルエーテル、モノエチレン性不飽和モノカルボン酸お
よびポリカルボン酸およびそれらのモノカルボン酸およびポリカルボン酸のアルキルエス
テル（例えば、アクリル酸エステルおよびメタクリル酸エステル、例えばＣ1～Ｃ12－ア
ルキルおよび殊にＣ1～Ｃ4－アルキルエステル）、アミノモノマーおよびニトリル、ビニ
ル－およびアルキルビニリデンおよび不飽和カルボン酸のアミドが挙げられる。さらには
、不飽和炭化水素モノマー含有スチレン化合物（例えばスチレン、カルボキシル化スチレ
ンおよびアルファメチルスチレン）、エチレン、プロピレン、ブチレン、および共役ジエ
ン（ブタジエン、イソプレン、およびブタジエンとイソプレンとのコポリマー）が考慮に
入れられる。ビニル－およびハロゲンビニリデンモノマーに関しては、塩化ビニル、塩化
ビニリデン、フッ化ビニルおよびフッ化ビニリデンが挙げられる。ビニルエステルについ
ての例は、脂肪族ビニルエステル、例えばギ酸ビニル、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル
、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル（Ｖｉｎｙｌｖａｌｅｒｉａｔ）、カプロ
ン酸ビニルおよび不飽和モノカルボン酸のアルリエステル、例えば酢酸アリル、プロピオ
ン酸アリル、および乳酸アリルを含む。ビニルエーテルに関しては、メチルビニルエーテ
ル、エチルビニルエーテルおよびＮ－ブチルビニルエーテルが挙げられる。典型的なビニ
ルケトンは、メチルビニルケトン、エチルビニルケトンおよびイソブチルビニルケトンを
含む。モノエチレン性不飽和ジカルボン酸のジアルキルエステルについての例は、ジメチ
ルマレエート、ジエチルマレエート、ジブチルマレエート、ジオクチルマレエート、ジイ
ソオクチルマレエート、ジノニルマレエート、ジイソデシルマレエート、ジトリデシルマ
レエート、ジメチルフマレート、ジエチルフマレート、ジプロピルフマレート、ジブチル
フマレート、ジオクチルフマレート、ジイソオクチルフマレート、ジデシルフマレート、
ジメチルイタコネート、ジエチルイタコネート、ジブチルイタコネートおよびジオクチル
イタコネートである。殊に、モノエチレン性不飽和モノカルボン酸は、アクリル酸、メタ
クリル酸、エタクリル酸およびクロトン酸である。モノエチレン性不飽和ジカルボン酸の
場合、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸およびクエン酸が挙げられる。モノエチレン性
不飽和トリカルボン酸として、本発明に関して、例えばアコニット酸およびそのハロゲン
置換誘導体を用いることができる。さらに、上記の酸の無水物およびエステル（例えばマ
レイン酸無水物およびクエン酸無水物）を用いることができる。エチレン性不飽和モノカ
ルボン酸、ジカルボン酸およびトリカルボン酸のニトリルについての例は、アクリロニト
リル、α－クロロアクリロニトリルおよびメタクリロニトリルを含む。カルボン酸のアミ
ドは、アクリルアミド、メタクリルアミドおよび他のα置換アクリルアミドおよびＮ－置
換アミド、例えばＮ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメチルアクリルアミド
、アルキル化Ｎ－メチロールアクリルアミドおよびＮ－メチロールメタクリルアミド（例
えばＮ－メトキシメチルアクリルアミドおよびＮ－メトキシメチルメタクリルアミド）で
あってよい。アミノモノマーとして、置換および非置換のアミノアルキルアクリレート、
アミノモノマーの塩酸塩、およびメタクリレート、例えばβ－アミノエチルアクリレート
、β－アミノエチルメタクリレート、ジメチルアミノメチルアクリレート、β－メチルア
ミノエチルアクリレートおよびジメチルアミノメチルメタクリレートを用いることができ
る。本発明の範囲においては、カチオンモノマーに関して、重合のために適しており且つ
第一級、第二級または第三級アミノ基を含有するα－およびβ－エチレン性不飽和化合物
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、例えばジメチルアミノエチルメタクリレート、ジメチルアミノネオペンチルアクリレー
ト、ジメチルアミノプロピルメタクリレートおよびｔｅｒｔ－ブチルアミノエチルメタク
リレート、またはこれらの化合物の有機塩および無機塩、および／またはアルキルアンモ
ニウム化合物、例えばトリメチルアンモニウムエチルメタクリレートクロリド、ジアリル
ジメチルアンモニウムクロリド、β－アセトアミドジエチルアミノエチルアクリレートク
ロリド、およびメタアクリルアミドプロピルトリメチルメチルアンモニウムクロリドが挙
げられる。これらのカチオンモノマーを、単独で、または上記のさらなるモノマーと組み
合わせて用いることができる。ヒドロキシ含有モノマーについての例として、なおも、β
－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、β－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレー
ト、γ－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００４７】
　本発明によって使用可能なシリル末端化アクリレートは、少なくとも１つのアクリレー
ト成分および少なくとも１つのシリル成分から構成される。該シリル末端化アクリレート
を、例えば、ヒドロシリル化によるアルケニル末端化アクリレートの反応から（この場合
、アルケニル末端化アクリレートは、原子移動ラジカル重合（ＡＴＲＰ）を介して製造さ
れ得る）、または、アルケニル末端化アクリレートと、シリル基含有モノマーとの反応か
ら（この場合、アルケニル末端化アクリレートは原子移動ラジカル重合（ＡＴＲＰ）を介
して製造され得る）得ることができる。
【００４８】
　アクリレート成分の構成のためのモノマーとして、既に記載されたポリアクリレートの
製造について挙げられた化合物の全てが適している。
【００４９】
　シリル成分が、ヒドロシリル化によってアクリレート成分に結合する場合、シリル成分
として殊に、トリメチルクロロシラン、ジメチルジクロロシラン、メチルトリクロロシラ
ン、ヘキサメチルジシラザン、トリクロロシラン、メチルジクロロシラン、ジメチルクロ
ロシラン、フェニルジクロロシラン並びにトリメトキシシラン、トリエトキシシラン、メ
チルジエトキシシラン、メチルジメトキシシランおよびフェニルジメトキシシラン並びに
メチルジアセトキシシラン、フェニルジアセトキシシラン、ビス（ジメチルケトキシメー
ト）メチルシランおよびビス（シクロヘキシルケトキシメート）メチルシランが適してい
る。この場合、殊に、ハロシランおよびアルコキシシランが好ましい。
【００５０】
　シリル成分が、シリル基含有モノマーによってアクリレート成分と結合される場合、シ
リル成分として、殊に、３－（メタ）アクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、３－
（メタ）アクリルオキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリルオキシ
プロピルトリエトキシシラン、３－（メタ）アクリルオキシプロピルメチルジエトキシシ
ラン、（メタ）アクリルオキシメチルトリメトキシシラン、（メタ）アクリルオキシメチ
ル－メチルジメトキシシラン、（メタ）アクリルオキシメチルトリエトキシシランおよび
（メタ）アクリルオキシメチル－メチルジエトキシシランが適している。
【００５１】
　本発明によるシリル末端化アクリレートは、好ましくは重量平均分子量５００～２００
０００ｇ／ｍｏｌ、特に好ましくは５０００～１０００００ｇ／ｍｏｌを有する。
【００５２】
　本発明により好ましく使用されるシリル末端化アクリレートに関して、特許出願ＥＰ１
４９８４３３号およびＣｈｅｍ．　Ｒｅｖ．　（２００１），　１０１，　２９２１－２
９９０　Ａｔｏｍ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｒａｄｉｃａｌ　Ｐｏｌｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ
，　Ｋｒｚｙｓｚｔｏｆ　Ｍａｔｙｊａｓｚｅｗｓｋｉ　ａｎｄ　Ｊｉａｎｈｕｉ　Ｘｉ
ａ、およびＰｒｏｇｒｅｓｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　３２，　（２０
０７），　９３－１４６　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ／ｌｉｖｉｎｇ　ｒａｄｉｃａｌ　ｐｏ
ｌｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ：　Ｆｅａｔｕｒｅｓ，　ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｓ，　ａｎ
ｄ　ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅｓ，　Ｗａｄｅ　Ａ．　Ｂｒａｕｎｅｃｋｅｒ，　Ｋｒｚｙ
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ｓｚｔｏｆ　Ｍａｔｙｊａｓｚｅｗｓｋｉ，　Ｅｌｓｅｖｉｅｒが参照され、その内容は
参照をもって本願に開示されるものとする。
【００５３】
　本発明により使用可能なポリスルフィドは、ポリマー内にスルフィドブリッジを有する
有機ポリマーであると理解される。例えばこの場合、有機の二ハロゲン化物と、二硫化ナ
トリウムとの反応生成物であってよい。有機の二ハロゲン化物についての例として、脂肪
族二ハロゲン化物（例えばビスクロロエチルフォルマール）、およびビニルハロゲン化物
が挙げられる。例えば、ビス－クロロエチルフォルマールと、二亜硫酸ナトリウム溶液と
の反応は、以下の構造のポリマーをみちびく：
【化３】

［式中、「ｎ」は、ポリマー中のモノマーの数であり、且つ「ｘ」はモノマー中の連続し
たスルフィドブリッジの数である（ｘは、同一分子のモノマー中で変化し得る）］。かか
る高分子ポリマーは、（例えばＮａＳＨとＮａ2ＳＯ2との反応性変換、および引き続く酸
性化によって）末端にチオール基を有するより短い鎖のポリマーへと変換され得る。この
ように、末端のチオール末端基を有する液体の橋かけポリスルフィドが得られ、それは特
別な実施態様において、１０００～８０００の範囲の分子量を有する。該液体のポリマー
は、引き続き、例えば、酸化試薬、例えば酸化鉛、二酸化マンガン、パラキノンジオキシ
ムおよび過酸化亜鉛を使用して、チオール末端基が酸化されてジスルフィットブリッジに
なることによって、硬化されてゴム弾性の固形物になることができる。本発明の範疇で、
ポリスルフィドの接着剤および封止剤は、硬化によって固形物に変化され得る全てのポリ
スルフィドポリマーを含む。特別な実施態様において、ポリスルフィド接着剤および封止
剤は、３０～９０質量％の少なくとも１つの液体のポリスルフィドポリマー、２～５０質
量％の充填材、２～１０質量％のシクロヘキサンポリカルボン酸誘導体、１～３質量％の
水捕捉剤（Ｗａｓｓｅｒｆａｅｎｇｅｒ）および６質量％～１５質量％の間のさらなる内
容物、例えば付着促進剤、溶剤および硬化剤を含む。ポリスルフィド接着剤および封止剤
の製造についての例は、ＵＳ３４３１２３９号内に開示され、ここで、この方法は、参照
をもって本願に開示されるものとする。ポリスルフィド接着剤および封止剤を、一成分系
または二成分系として用いることができる。
【００５４】
　好ましく本発明により用いられるシリル化ポリスルフィドは、少なくとも１つのポリス
ルフィド成分および少なくとも１つのシリル化剤成分から構成され、且つ、好ましくは以
下の単純化された式によって表される：
【化４】

【００５５】
　この好ましいシリル化ポリスルフィドは、以下の方法によって製造される：
【化５】

［式中、Ｒはアルキル基またはエーテル基によって表される］。
【００５６】
　本発明により好ましく使用されるシリル化ポリスルフィドに関しては、出版物「ＡＬＰ
ＩＳ　Ａｌｉｐｈａｔｉｓｃｈｅ　Ｐｏｌｙｓｕｌｆｉｄｅ」、Ｈｕｅｔｈｉｎｇ　ｕ．
　Ｗｅｌｐｆ　Ｖｅｒｌａｇ，　Ｂａｓｅｌ，　１９９２，　Ｈｅｉｎｚ　Ｌｕｅｃｋｅ
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，　ＩＳＢＮ　３－８５７３９－１２４３が参照され、その内容は参照をもって本願に開
示されるものとする。
【００５７】
　本発明によって使用可能なシリル化ポリエーテルは、少なくとも１つのポリエーテル成
分および少なくとも１つのシリル化剤成分から構成される。しばらく前から、いわゆるＭ
Ｓ－Ｐｏｌｙｍｅｒ（登録商標）　（Ｋａｎｅｋａ社）および／またはＥｘｃｅｓｔａｒ
　（Ａｓａｈｉ　Ｇｌａｓｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ社）を含む建築用封止剤が市販されてお
り、ここで、「ＭＳ」は「変性シリコーン」を示している。このシリル末端化ポリエーテ
ルは、本発明のために特に適している。これは、シラン末端基を有するポリエーテル鎖か
らなり、末端の二重結合のヒドロシリル化により製造されるポリマーである。シラン末端
基は、ポリエーテル鎖に結合されたケイ素からなり、前記ケイ素に２つのアルコキシ基と
１つのアルキル基、もしくは３つのアルコキシ基が結合されている。湿分との反応によっ
て、アルコキシ基がアルコールへと加水分解され、且つ、生じるＳｉ－ＯＨ基が引き続き
、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ網へと縮合する。
【００５８】
　シリル末端化ポリエーテルのためのポリエーテル成分として、とりわけ、開始剤分子の
使用下で、スチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、テトラヒドロフ
ランまたはエピクロロヒドリンから製造されるポリオールが適している。ポリプロピレン
オキシド、ポリブチレンオキシド、ポリエチレンオキシドおよびテトラヒドロフランまた
はそれらの混合物が殊に適している。ここで、殊に分子量５００～１０００００ｇ／ｍｏ
ｌ、特に３０００～２００００ｇ／ｍｏｌが好ましい。
【００５９】
　二重結合の導入のために、ポリエーテルと、塩素、臭素またはヨウ素の群から選択され
るハロゲン原子並びに末端の二重結合を含有する有機化合物とを反応させる。このために
殊に、塩化アリル、臭化アリル、ビニル（クロロメチル）ベンゼン、アリル（クロロメチ
ル）ベンゼン、アリル（ブロモメチル）ベンゼン、アリル（クロロメチル）エーテル、ア
リル（クロロメトキシ）ベンゼン、ブテニル（クロロメチル）エーテル、１，６－ビニル
（クロロメトキシ）ベンゼンが適しており、ここで、殊に塩化アリルが好ましく用いられ
る。
【００６０】
　そのように得られた、末端の二重結合を有するポリエーテルが、ヒドロシリル化によっ
てシリル末端化ポリエーテルへと変換される。ヒドロシリル化剤として、ここで殊に、ト
リクロロシラン、メチルジクロロシラン、ジメチルクロロシラン、フェニルジクロロシラ
ン並びにトリメトキシシラン、トリエトキシシラン、メチルジエトキシシラン、メチルジ
メトキシシランおよびフェニルジメトキシシラン並びにメチルジアセトキシシラン、フェ
ニルジアセトキシシラン、ビス（ジメチルケトキシメート）メチルシランおよびビス（シ
クロヘキシルケトキシメート）メチルシランが適している。この場合、殊に、ハロシラン
およびアルコキシシランが好ましい。
【００６１】
　さらには、特許出願ＵＳ３９７１７５１号、ＥＰ０３１９８９６号、ＵＳ４６１８６５
３号、ＥＰ０１８４８２９号、ＥＰ０２６５９２９号、ＥＰ１２８５９４６号、ＥＰ０９
１８０６２号、Ａｄｈｅｓｉｖｅｓ　ａｎｄ　Ｓｅａｌａｎｔｓ　－Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｙ，　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ａｎｄ　Ｍａｒｋｅｔｓ，　Ｄａｖｉｄ　Ｊ．　Ｄｒ
ｕｎｎ，　ＩＳＢＮ　１－８５９５７－３６５－７，　Ｒａｐｒａ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｙ　Ｌｉｍｉｔｅｄ，　２００３、および学会のプロシーディングス　２００５年４月２
７日、Ｓｔｉｃｋ　４ｔｈ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｏｎｇｒｅｓｓ　ｏｎ　Ａｄｈｅｓｉ
ｖｅ　ａｎｄ　Ｓｅａｌａｎｔ　Ｒａｗ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，　Ｉｎｎｏｖａｔｉｖｅ
　Ｒａｗ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　ｆｏｒ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒａｌ　Ａｄｈｅｓｉｖｅｓ，
　ＩＳＢＮ　３－８７８７０－１５６－Ｘ，　Ｖｉｎｃｅｎｔｚ　Ｎｅｔｗｏｒｋ，　２
００５が参照され、その内容は参照をもって本願に開示されるものとする。
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【００６２】
　成分（Ａ）および（Ｂ）の他に、本発明による組成物は追加的にさらなる成分を含有で
きる。これらはとりわけ、以下の助剤および添加剤であってよい：
　・　接着促進剤、例えばエポキシシラン、無水シラン、第一級アミノシランを有するシ
ランの付加物、ウレイドシラン、アミノシラン、ジアミノシラン、並びに、モノマーまた
はオリゴマーとしてのその類似物、およびウレアシラン；　例えばＤｙｎａｓｙｌａｎ　
ＡＭＥＯ、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＡＭＭＯ、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＤＡＭＯ－Ｔ、Ｄｙｎ
ａｓｙｌａｎ　１１４６、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　１１８９、Ｓｉｌｑｕｅｓｔ　Ａ－Ｌｉ
ｎｋ　１５、エポキシ樹脂、アルキルチタネート、チタンキレート、芳香族ポリイソシア
ネート、フェノール樹脂；　例えば以下の一般式：
【化６】

［式中、
　Ｒ1、Ｒ2およびＲ3は互いに独立して、ハロゲン、アミン、水素、アルコキシ基、アシ
ルオキシ基、アルキル基、アリール基、アラルキルオキシ基、アルキルアリール基、アラ
ルキル基、並びに、
　アルキル基であって、オレフィン基、ハロゲン化物、アミノ基、カルボニル基、エポキ
シ基およびグリシドキシ基、エステル基、ヒドロキシイミノ基、メルカプト基およびスル
フィド基、イソシアナト基、無水物基、アクリルオキシ基、メタクリル（Ｍｅｔｈａｒｙ
ｌ）オキシおよびビニル基を有するもの、並びに
　アリール基であって、オレフィン基、ハロゲン化物、アミノ基、カルボニル基、エポキ
シおよびグリシドキシ基、エステル基、ヒドロキシイミノ基、メルカプトおよびスルフィ
ド基、イソシアナト基、無水物基、アクリルオキシ基、メタクリル（Ｍｅｔｈａｒｙｌ）
オキシおよびビニル基を有するもの、並びに
　アルキルアリール基であって、オレフィン基、ハロゲン化物、アミノ基、カルボニル基
、エポキシおよびグリシドキシ基、エステル基、ヒドロキシイミノ基、メルカプトおよび
スルフィド基、イソシアナト基、無水物基、アクリルオキシ基、メタクリル（Ｍｅｔｈａ
ｒｙｌ）オキシおよびビニル基を有するもの、並びに
　アラルキル基であって、オレフィン基、ハロゲン化物、アミノ基、カルボニル基、エポ
キシおよびグリシドキシ基、エステル基、ヒドロキシイミノ基、メルカプトおよびスルフ
ィド基、イソシアナト基、無水物基、アクリルオキシ基、メタクリル（Ｍｅｔｈａｒｙｌ
）オキシ基、およびビニル基を有するものに相応し、且つ、
　Ｒ4はアルキルおよびアリールに相応する］。
【００６３】
　・　水捕捉剤、例えばビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、α－官
能性シラン、例えばＮ－（シリルメチル）－Ｏ－メチル－カルバメート、殊にＮ－（メチ
ルジメトキシシリルメチル）－Ｏ－メチル－カルバメート、（メタクリルオキシメチル）
シラン、メトキシメチルシラン、Ｎ－フェニル－、Ｎ－シクロヘキシルおよびＮ－アルキ
ルシラン、オルトギ酸エステル、酸化カルシウムまたは分子ふるい；
　・　触媒、例えば、有機スズ化合物の形態の金属触媒、例えばジブチルスズジラウレー
トおよびジブチルスズジアセチルアセトナト、ビスマスの有機化合物またはビスマスの錯
体；　アミノ基含有化合物、例えば１，４－ジアザビシクロ［２．２．２］－オクタンお
よび２，２’－ジモルホリノジエチルエーテル、１，８－ジアザビシクロ［５．４．０］
ウンデカ－７－エン、１，５－ジアザビシクロ［４．３．０］ノン－５－エン、並びにア
ミノシラン。金属触媒として、さらに、チタン触媒、ジルコニウム（Ｚｉｒｋｏｎ）触媒
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、ビスマス触媒、亜鉛触媒およびリチウム触媒並びに金属カルボキシレートが考慮に入れ
られ、この場合、種々の金属触媒の組み合わせを用いてもよい；
　・　光保護剤および劣化防止剤、殊に、熱、光およびＵＶ光線に対する安定剤として作
用するもの、例えばラジカル捕捉剤として機能するフェノール系酸化防止剤、例えば２，
６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール
、２，４－ジメチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、２，２’－メチレン－ビス（４
－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデン－ビス（３－メチ
ル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオ－ビス（３－メチル－６－ｔｅ
ｒｔ－ブチルフェノール）、５－テトラキス［メチレン－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン、および１，１，３－トリス
（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ブタン、およびアミン
に基づく酸化防止剤　（例えば、フェニル－β－ナフチルアミン、α－ナフチルアミン、
Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、フェノチアジンおよびＮ，Ｎ
’－ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミン）；
　・　防火剤、例えばＡｌ（ＯＨ）3、ハンタイト、臭素化アルキルおよびアリール化合
物；
　・　殺生剤、例えばアルジサイド、殺カビ剤、または菌類成長抑制物質、例えばＡｇ、
Ａｇ+、ＣＨ2Ｏ－分離化合物；
　・　充填材、例えば、粉砕または沈降炭酸カルシウムであって、随意に脂肪酸もしくは
脂肪酸混合物、例えばステアレートでコーティングされているもの、殊に微細に分割され
、コーティングされた炭酸カルシウム、すす、殊に工業的に製造されたすす、カオリン、
アルミニウム酸化物、シリカ、殊に熱分解法による高分散シリカ、ＰＶＣ－粉末または中
空球。好ましい充填材は、すす、炭酸カルシウム、例えば沈降または天然チョーク型、例
えばＯｍｙａ　５　ＧＵ、Ｏｍｙａｌｉｔｅ　９５　Ｔ、Ｏｍｙａｃａｒｂ　９０　Ｔ、
Ｏｍｙａｃａｒｂ　２　Ｔ－ＡＶ（登録商標）　（Ｏｍｙａ社）、Ｕｌｔｒａ　Ｐ－Ｆｌ
ｅｘ（登録商標）　（Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｍｉｎｅｒａｌｓ　Ｉｎｃ社）、Ｓｏｃａｌ
（登録商標）　Ｕ１Ｓ２、Ｓｏｃａｌ（登録商標）　３１２、Ｗｉｎｎｏｆｉｌ（登録商
標）　３１２　（Ｓｏｌｖａｙ社）、Ｈａｋｕｅｎｋａ（登録商標）　（Ｓｈｉｒａｉｓ
ｈｉ社）、熱分解法による高分散シリカ、並びにこれらの充填材の組み合わせである。鉱
物、例えばケイ土、タルク、無水物の形態の硫酸カルシウム（石膏）、半水和物または二
水和物、粉砕石英、シリカゲル、沈降または天然硫酸バリウム、二酸化チタン、ゼオライ
ト、リューサイト、カリ長石、黒雲母（Ｂｉｏｔｉｄ）、ソロケイ酸塩、シクロケイ酸塩
、イノケイ酸塩、フィロケイ酸塩およびヘクトケイ酸塩の群、難溶性硫酸塩の群、例えば
石膏、無水石膏または重晶石（ＢａＳＯ4）並びにカルシウム鉱物、例えば方解石、粉末
形態の金属（例えばアルミニウム、亜鉛、または鉄）および硫酸バリウムが同様に適して
いる；
　・　流動性改質剤、例えば増粘剤、例えばウレア化合物、並びにモノアミン、例えばｎ
－ブチルアミン、メトキシブチルアミンおよびポリアミドワックス、ベントナイト、シリ
コーン、ポリシロキサン、水素化ヒマシ油、金属石けん、例えばステアリン酸カルシウム
、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸バリウム、沈降シリカ、熱分解法シリカ、並
びにポリ（オキシ－１，２－エタンジイル）－α－ヒドロ－Ω－ヒドロキシ－ポリマーで
あってオキシ－１，２－エタンジイル－α－ヒドロ－Ω－ヒドロキシ－ノニル－フェノキ
シグリシジルエーテルオリゴマーを有するもの、および５－イソシアナト－１－（イソシ
アナトメチル）－１，３，３－トリメチルシクロヘキサンまたはヒドロキシエチルセルロ
ース、またはポリアクリル酸ポリマーおよびコポリマー；
　・　界面活性物質、例えば湿潤剤、レベリング剤（Ｖｅｒｌａｕｆｓｍｉｔｔｅｌ）、
脱気剤、泡止め剤および分散剤；
　・　繊維、例えば炭素、ポリエチレンまたはポリプロピレン、ＳｉＯ2、セルロース製
の繊維；
　・　顔料、例えば二酸化チタン；
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　・　溶剤、例えば水、溶剤ナフサ、メチルエステル、芳香族炭化水素、例えばポリアル
キルベンゼン、トルエン、およびキシレン、エステルに基づく溶剤、例えば酢酸エチル、
酢酸ブチル、酢酸アリル、および酢酸セルロースおよびケトンに基づく溶剤、例えばメチ
ルエチルケトン、メチルイソブチルケトンおよびジイソブチルケトン、並びにアセトンお
よび上記の溶剤の少なくとも２つの混合物、
　並びに、接着剤および封止剤において用いられるさらなる物質。
【００６４】
　さらなる成分として、本発明による接着剤および封止剤は、さらなる可塑剤を含有して
よい。この場合、それは殊に以下の一般式のＣ4～Ｃ8－アルキルテレフタレートである：
【化７】

【００６５】
　前記Ｒ1およびＲ2は、それぞれ、分枝または非分枝のアルキルまたはシクロアルキル基
であって４～８個の飽和且つ非置換の炭素原子を有し、その際、前記Ｒ1およびＲ2はそれ
ぞれ同一または異なる基を表すことができる。この場合、実際に、先述の定義にあてはま
る各々アルキルまたはシクロアルキル基が適している。例として、２－エチルヘキシル、
ｎ－オクチル、２－メチルペンチル、イソ－ブチル、ｎ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ペ
ンチル、イソ－ペンチル、ネオペンチル、ヘキシル、ヘプチル、およびイソヘプチルが挙
げられる。異なる実施態様において、テレフタレートを、テレフタレートのより小さな群
、例えばＣ4～Ｃ7－アルキルテレフタレート、Ｃ4～Ｃ6－アルキルテレフタレート、Ｃ6

～Ｃ8－アルキルテレフタレートまたはＣ5～Ｃ8－アルキルテレフタレートから、または
Ｃ4～Ｃ5－アルキルテレフタレート、Ｃ5～Ｃ6－アルキルテレフタレート、Ｃ6～Ｃ7－ア
ルキルテレフタレートまたはＣ7～Ｃ8－アルキルテレフタレートの群から選択できる。特
別な実施態様において、Ｒ1およびＲ2は、それぞれ、ジ－ｎ－ブチルテレフタレートをも
たらすｎ－ブチル基である。さらなる実施態様において、Ｒ1およびＲ2はそれぞれ、イソ
ブチル基であり、この場合、ここからジイソブチルテレフタレートが生じる。特に好まし
い実施態様において、Ｒ1およびＲ2は２－エチルヘキシル基であり、従って、ビス－２－
エチルヘキシルテレフタレートである（ジ－２－エチルヘキシルテレフタレート（ＤＥＨ
Ｔ）としても称される）。かかる生成物は、名称ＤＥＨＴ－Ｅａｓｔｍａｎ（商標）１６
８として市販されている。
【００６６】
　さらに、可塑剤は、以下の化合物の少なくとも１つであってもよい：　グリセリントリ
アセテート（トリアセチン）、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールジイ
ソブチレート、フタル酸エステル、例えばジオクチルフタレート、ジ－２－エチルヘキシ
ルフタレート　（ＤＥＨＰ）、ジイソオクチルフタレート　（ＤＩＯＰ）、ジイソノニル
フタレート　（ＤＩＮＰ）、ジ－ｎ－ノニルフタレート、ｎ－ノニル－ｎ－ウンデシルフ
タレート、ジ－ｎ－ウンデシルフタレート、ジ－ウンデシルフタレート　（ＤＵＰ）、ジ
イソデシルフタレート　（ＤＩＤＰ）、直鎖のＣ6～Ｃ10－基を有するフタレート、ジト
リデシルフタレート　（ＤＴＤＰ）、ウンデシルドデシルフタレート、ジ（２－プロピル
ヘプチル）フタレート、ノニルウンデシルフタレート、テキサノールベンジルフタレート
、ポリエステルフタレート、ジアリルフタレート、ｎ－ブチルフタリル－ｎ－ブチルグリ
コサート（ｇｌｙｃｏｓａｔ）、ジカプリルフタレート、ブチルシクロヘキシルフタレー
ト　（ＢＣＰ）、ジ－シクロヘキシルフタレートまたはブチルオクチルフタレート、ジオ
クチルアジペート　（ＤＯＡ）、ジ－２－エチルヘキシルアジペート、ジイソノニルアジ



(20) JP 5717849 B2 2015.5.13

10

20

30

40

50

ペート　（ＤＩＮＡ）、ジイソオクチルアジペート　（ＤＩＯＡ）、ジイソデシルアジペ
ート、ジトリデシルアジペート　（ＤＩＴＡ）、ジブトキシエチルアジペート、ジブトキ
シエトキシアジペート、ジ（ｎ－オクチル）アジペート、ポリエステルアジペート、ポリ
グリコールアジペート、トリオクチルトリメリテート、トリ－２－エチルヘキシルトリメ
リテート　（ＴＯＴＭ）、トリイソオクチルトリメリテート　（ＴＩＯＴＭ）、トリイソ
ノニルトリメリテート、トリイソデシルトリメリテート、トリ－ｎ－ヘキシルトリメリテ
ート、ジオクチルアゼレート　（ＤＯＺ）、ジ－２－エチルヘキシルグルタレート、ジ－
２－エチルヘキシルセバケート（ｓｅｂｅｃａｔ）、ジブチルセバケート、ジブトキシエ
チルセバケート、トリエチルシトレート、アセチルトリエチルシトレート、トリ－ｎ－ブ
チルシトレート、アセチルトリ－ｎ－ブチルシトレート、アセチルトリ－ｎ－ヘキシルシ
トレート、ｎ－ブチル－トリ－ｎ－ヘキシルシトレート、イソデシルベンゾエート、ジエ
チレングリコールジベンゾエート、ジプロピレングリコールジベンゾエート、トリエチレ
ングリコールジベンゾエート、１，４－シクロヘキサンジメタノールジベンゾエート、２
，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールジベンゾエート、２，２－ジメチル－
１，３－プロパンジオールジベンゾエート、Ｃ10～Ｃ21－アルカン酸フェノールエステル
またはアルキルスルホン酸フェノールエステル、酢酸と硬化ヒマシ油（Ｒｈｉｚｉｎｕｓ
ｏｅｌ）との反応生成物、ペンタエリトリトールテトラベンゾエート、グリセロールトリ
ベンゾエート、ポリプロピレングリコールジベンゾエート、トリアリールホスフェート、
アジピン酸、フタレート、アジペートおよび／またはセバケートとグリコールとのポリマ
ー、ブチルベンジルフタレート、アルキルベンジルフタレート、Ｃ7～Ｃ9－ブチルフタレ
ート、ジエチレングリコールジベンゾエート、ジプロピレングリコールジベンゾエート、
２－エチルヘキシルベンゾエート、Ｃ9－ベンゾエート、Ｃ10－ベンゾエート、テキサノ
ールベンゾエート、エチレングリコールジベンゾエート、プロピレングリコールジベンゾ
エート、トリエチレングリコールジベンゾエート、ジヘプチルフタレート　（ＤＨＰ）、
ジヘキシルフタレート、ジメチルフタレート、ジエチルフタレート、ジブチルフタレート
およびジイソブチルフタレート。
【００６７】
　可塑剤として、脂肪族または芳香族のジカルボン酸またはトリカルボン酸と、Ｃ10－ア
ルコール成分含有２－プロピルヘプタノール、または、２－プロピルヘプタノールと、Ｃ

10－アルコール　２－プロピル－４－メチル－ヘキサノール、２－プロピル－５－メチル
－ヘキサノール、２－イソプロピル－ヘプタノール、２－イソプロピル－４－メチル－ヘ
キサノール、２－イソプロピル－５－メチル－ヘキサノールおよび／または２－プロピル
－４，４－ジメチルペンタノールの少なくとも１つとからのＣ10－アルコール混合物との
エステルも用いることができ、この場合、脂肪族または芳香族ジカルボン酸またはトリカ
ルボン酸は、クエン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸およびトリメリット酸か
らなる群から選択される。
【００６８】
　「アルコール成分」という文言が試用される場合、本発明によるＣ10－エステル混合物
中に上記のＣ10－アルコールがエステル化された形態で存在するということが顧慮される
。
【００６９】
　本発明によるＣ10－エステル混合物のＣ10－アルコール成分は、本質的に、２－プロピ
ルヘプタノールまたは２－プロピルヘプタノールと、１つまたはそれより多くのその異性
体２－プロピル－４－メチル－ヘキサノール、２－プロピル－５－メチル－ヘキサノール
、２－イソプロピル－ヘプタノール、２－イソプロピル－４－メチル－ヘキサノール、２
－イソプロピル－５－メチル－ヘキサノールおよび／または２－プロピル－４，４－ジメ
チルペンタノールとの混合物を含有する。これらの化合物は、以下で略して「プロピルヘ
プタノール異性体」と称される。例えば２－プロピルヘプタノールの異性体アルコールで
ある２－エチル－２，４－ジメチルヘキサノール、２－エチル－２－メチルヘプタノール
および／または２－エチル－２，５－ジメチルヘキサノールに由来する、２－プロピルヘ
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プタノール成分の他の異性体が、本発明によるＣ10－アルコール成分内に存在することも
可能である。アルドール縮合の間のこれらの異性体のアルデヒド前駆体の形成速度が遅い
おかげで、これは、もしあったとしても、痕跡量のみがＣ10－アルコール成分内に含有さ
れ、且つ、本発明によるＣ10－アルコール成分含有可塑剤の可塑剤特性には実質的に何の
役割も果たさない。
【００７０】
　好ましい実施態様において、接着剤または封止剤は可塑剤として、式（Ｉ）の少なくと
も１つのシクロヘキサンポリカルボン酸誘導体を含有する：
【化８】

［式中、
　Ｒ1は、Ｃ1～Ｃ10－アルキルまたはＣ3～Ｃ8－シクロアルキルであり、
　ｍは、０、１、２、３または４であり、
　ｎは、２、３または４であり、且つ、
　Ｒは、水素またはＣ1～Ｃ30－アルキル、Ｃ1～Ｃ30－アルコキシ、Ｃ3～Ｃ8－シクロア
ルキル、Ｃ6～Ｃ30－アリールフェニルまたはＣ1～Ｃ30－アルキル－シクロアルキルであ
り、ここで、少なくとも１つのＲ基は、Ｃ1～Ｃ30－アルキル、Ｃ1～Ｃ30－アルコキシま
たはＣ3～Ｃ8－シクロアルキルである］。
【００７１】
　式（Ｉ）において、ｍ＝２，３または４である場合、Ｒ1基は同一または異なっていて
よい。Ｃ1～Ｃ10－アルキル基は、直鎖または分枝鎖であってよい。Ｒ1がアルキル基であ
る場合、それは好ましくはＣ1～Ｃ8－アルキル基、特に好ましくはＣ1～Ｃ6－アルキル基
である。かかるアルキル基についての例は、メチル、エチル、ｎ－プロピル、ｉ－プロピ
ル、ｎ－ブチル、ｉ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、ｎ－
ヘキシル、ｎ－オクチルおよび２－エチルヘキシルである。好ましくはｍ＝０である。
【００７２】
　Ｒ基は、同一または異なっていてよい。Ｃ1～Ｃ30－アルキル基およびＣ1～Ｃ30－アル
コキシ基のアルキル基は、直鎖または分枝鎖であってよい。Ｒは、好ましくはＣ1～Ｃ30

－アルキル、Ｃ1～Ｃ20－アルキル、特に好ましくはＣ1～Ｃ18－アルキル、とりわけ特に
好ましくはＣ1～Ｃ13－アルキルである。かかるアルキル基についての例は、既にＲ1につ
いて挙げられたアルキル基、並びに、ｎ－ノニル、イソ－ノニル、ｎ－デシル、イソ－デ
シル、ｎ－ウンデシル、イソ－ウンデシル、ｎ－ドデシル、イソ－ドデシル、ｎ－トリデ
シル、イソ－トリデシル、ステアリル、およびｎ－エイコシルである。
【００７３】
　アルキル基は、その都度、上記のアルキル基の個々の異性体または種々のアルキル基の
混合物であってよい。種々のアルキル基は、同一の数の炭素原子を有する種々の異性体、
および／または種々の数量の炭素原子を有するアルキル基であってよい。
【００７４】
　本発明により使用されるシクロヘキサンポリカルボン酸誘導体は、殊に、モノエステル
、ジエステル、トリエステル、テトラエステルおよびシクロヘキサンポリカルボン酸の無
水物である。好ましくは、全てのカルボン酸基がエステル化された形態で存在する。用い
られるエステルは、アルキルエステル、シクロアルキルエステル並びにアルコキシアルキ
ルエステル、好ましくはアルキルエステルであり、この場合、好ましいアルキル基Ｒは、
既に上記で挙げられている。
【００７５】
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　好ましくは、少なくとも１つのシクロヘキサンポリカルボン酸誘導体は、フタル酸、イ
ソフタル酸およびテレフタル酸の、中心部が水素化された（ｋｅｒｎｈｙｄｒｉｅｒｔ）
モノアルキルエステルおよびジアルキルエステル、トリメリット酸、トリメシン酸、およ
びヘミメリト酸の、中心部が水素化されたモノアルキルエステル、ジアルキルエステル、
およびトリアルキルエステル、またはピロメリット酸のモノアルキルエステル、ジアルキ
ルエステル、トリアルキルエステルおよびテトラアルキルエステルからなる群から選択で
き、この場合、アルキル基Ｒは、直鎖または分枝鎖であってよく、且つそれぞれ、１～３
０、好ましくは１～２０、特に好ましくは１～１８、とりわけ特に好ましくは１～１３個
の炭素原子を有し、且つ、それらの２つまたはそれより多くの混合物であってよい。適し
たアルキル基Ｒは、既に上記で挙げられている。
【００７６】
　さらにまた、本発明の主旨においてはＷＯ２０１０／０２８８７０号内に開示されるシ
クロヘキサン－１，２－ジカルボン酸エステルも適している。ＷＯ２０１０／０２８８７
０号、４ページ、３３行目～３１ページ、１７行目の内容は、参照をもって本願に開示さ
れるものとする。
【００７７】
　さらにまた、ＷＯ９９／３２４２７号内に開示されるシクロヘキサン１，２－ジカルボ
ン酸エステルも適している。ＷＯ９９／３２４２７号、２１ページ、１行目～２２ページ
、１５行目の内容は、参照をもって本願に開示されるものとする。
【００７８】
　本発明によれば、ＤＥ－Ａ１００３２５８０．７号内に記載されるとおり、Ｃ10～Ｃ13

－アルコールを用いた、フタル酸の混合エステルの水素化生成物も使用可能である。さら
には、以下の商標を有する市販のベンゼンカルボン酸エステルの水素化生成物も、本発明
の目的において適していると認められる：　Ｊａｙｆｌｅｘ　ＤＩＮＰ　（ＣＡＳ　Ｎｏ
．６８５１５－４８－０）、Ｊａｙｆｌｅｘ　ＤＩＤＰ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－
４９－１）、Ｐａｌａｔｉｎｏｌ　９－Ｐ、Ｖｅｓｔｉｎｏｌ　９　（ＣＡＳ　Ｎｏ．２
８５５３－１２－０）、ＴＯＴＭ－Ｉ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．３３１９－３１－１）、Ｌｉｎ
ｐｌａｓｔ　６８－ＴＭ、Ｐａｌａｔｉｎｏｌ　Ｎ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．２８５５３－１２
－０）、Ｊａｙｆｌｅｘ　ＤＨＰ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－５０－４）、Ｊａｙｆ
ｌｅｘ　ＤＩＯＰ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．２７５５４－２６－３）、Ｊａｙｆｌｅｘ　ＵＤＰ
　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－４７－９）、Ｊａｙｆｌｅｘ　ＤＩＵＰ　（ＣＡＳ　Ｎ
ｏ．８５５０７－７９－５）、Ｊａｙｆｌｅｘ　ＤＴＤＰ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５
－４７－９）、Ｊａｙｆｌｅｘ　Ｌ９Ｐ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－４５－７）、Ｊ
ａｙｆｌｅｘ　Ｌ９１１Ｐ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－４３－５）、Ｊａｙｆｌｅｘ
　Ｌ１１Ｐ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．３６４８－２０－２）、Ｗｉｔａｍｏｌ　１１０　（ＣＡ
Ｓ　Ｎｏ．９０１９３－９１－２）、Ｗｉｔａｍｏｌ　１１８　（ジ－ｎ－Ｃ8－Ｃ10－
アルキルフタレート）、Ｕｎｉｍｏｌｌ　ＢＢ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．８５－６８－７）、Ｌ
ｉｎｐｌａｓｔ　１０１２　ＢＰ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．９０１９３－９２－３）、Ｌｉｎｐ
ｌａｓｔ　１３　ＸＰ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．２７２５３－２６－５）、Ｌｉｎｐｌａｓｔ　
６１０　Ｐ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－５１－５）、Ｌｉｎｐｌａｓｔ　６８　ＦＰ
　（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８６４８－９３－１）およびＬｉｎｐｌａｓｔ　８１２　ＨＰ　（
ＣＡＳ　Ｎｏ．７０６９３－３０－０）、Ｐａｌａｔｉｎｏｌ　ＡＨ　（ＣＡＳ　Ｎｏ．
１１７－８１－７）、Ｐａｌａｔｉｎｏｌ　７１１（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－４２－
４）、Ｐａｌａｔｉｎｏｌ　９１１（ＣＡＳ　Ｎｏ．６８５１５－４３－５）、Ｐａｌａ
ｔｉｎｏｌ　１１（ＣＡＳ　Ｎｏ．３６４８－２０－２）、Ｐａｌａｔｉｎｏｌ　Ｚ　（
ＣＡＳ　Ｎｏ．２６７６１－４０－０）、およびＰａｌａｔｉｎｏｌ　ＤＩＰＰ　（ＣＡ
Ｓ　Ｎｏ．８４７７７－０６－０）。
【００７９】
　特に好ましい、本発明による接着剤および封止剤は、１，２－シクロヘキサンジカルボ
ン酸のジアルキルエステルを含む。エステル基Ｒとして、１～１３個のＣ原子を有する直



(23) JP 5717849 B2 2015.5.13

10

20

30

40

50

鎖または分枝鎖のアルキル基、または上記のアルキル基の混合物が好ましい。エステル基
Ｒとして、８～１０個のＣ原子を有する直鎖または分枝鎖のアルキル基、または上記のア
ルキル基の混合物が特に好ましい。エステル基Ｒとして、９個のＣ原子を有するアルキル
基がとりわけ特に好ましい。１，２－シクロヘキサンジカルボン酸ジイソノニルエステル
が特に好ましい。
【００８０】
　本発明による接着剤または封止剤は、１つの実施態様において、１０～９０質量％の成
分（Ａ）、０．３２～５０質量％の成分（Ｂ）、０～８０質量％の充填材および０～２０
質量％の流動性改質剤を含む。好ましい実施態様においては、１～８０質量％の充填材、
０～５０質量％の水および／または溶剤、および０．５～２０質量％の流動性改質剤が存
在する。さらには、２５～４０質量％の成分（Ａ）、０．４～４０質量％の成分（Ｂ）、
３０～５５質量％の充填材、０～１０質量％の水および１～１０質量％の流動性改質剤の
量が好ましいとみなされる。
【００８１】
　好ましくは、本発明による接着剤または封止剤は、成分（Ｂ）を、その接着剤または封
止剤全体に対して、０．５～３５質量％、殊に０．８～３０質量％、および特に好ましく
は１～２０質量％の量で含有する。
【００８２】
　ポリウレタン、シリル化ポリウレタン、シリル化ポリウレア、シリル化ポリエーテルお
よびシリル化ポリスルフィドの場合、好ましくは、本発明による接着剤および封止剤は、
一成分系である。しかし、本発明による系が、二成分系として実施されることも有利であ
ることがある。この場合、１つの成分がポリマー成分（Ａ）を含有する一方で、第二の成
分が、例えば触媒または微細化水（ｍｉｋｒｏｎｉｓｉｅｒｔｅｓ　Ｗａｓｓｅｒ）を、
系の硬化を促進するブースターとして含有する。一成分系中で用いられる成分は、組成物
の貯蔵安定性に影響を及ぼさない、即ち、それらは貯蔵の間、組成物中に含有されるシラ
ン基の、架橋をみちびく反応を著しい程度で起こさないことに留意するとよい。このこと
は、殊に、かかるさらなる成分が好ましくは水を含有しないか、または多くとも痕跡量の
水しか含有しないことを意味する。それゆえ、特定の成分を、この組成物中に混入する前
に、化学的または物理的に乾燥させることが有意義であることがある。このことが可能で
ないか、または望ましくないのであれば、この場合、接着剤または封止剤を二成分系とし
て実施し、その際、貯蔵安定性に悪影響を及ぼす単数または複数の成分を、成分（Ａ）と
は分けて、第二の成分中に配合することが有利であり得る。
【００８３】
　シリル化ポリウレタン、シリル化ポリウレア、シリル化ポリエーテルおよびシリル化ポ
リスルフィドを含有する本発明による組成物を湿分の除外下で保管すると、それらは貯蔵
安定性である、即ち、それらを湿分の除外下で、施用に関わる程度に使用技術または硬化
後の特性が変わることなく、適した包装または構造、例えば樽、袋、またはカートリッジ
内で、数ヶ月～数年の期間にわたって保管できる。通常、貯蔵安定性は、粘度、押出量、
または押出力の測定を介して計測される。
【００８４】
　シラン基は、湿分との接触で加水分解するという特性を有する。その際、オルガノシラ
ノール（１つまたはそれより多くのシラノール基、ＳｉＯＨ基を含有する有機ケイ素化合
物）が生じ、且つ、次の縮合反応によってオルガノシロキサン（１つまたはそれより多く
のシロキサン基、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ基を含有する有機ケイ素化合物）が生じる。これらの反
応（触媒の使用によって加速できる）の結果として、組成物が最終的に硬化する。この工
程は架橋とも称される。硬化反応のために必要とされる水は、大気（大気の湿分）に由来
してもよく、または組成物を、例えば平滑剤（Ａｂｇｌａｅｔｔｍｉｔｔｅｌ）と共に例
えば塗布することによって、または噴霧することによって、水含有成分と接触させてもよ
く、または適用の際に該組成物に、含水ペーストの形態で水含有成分を添加し、例えば固
定ミキサーによって混合してもよい。



(24) JP 5717849 B2 2015.5.13

10

20

30

40

50

【００８５】
　シラン基含有組成物は、湿分との接触の際に硬化する。温度、接触の種類、湿分の量、
およびあり得る触媒の存在次第で、種々の速度で硬化が起きる。大気の湿分を用いた硬化
の場合、まず、組成物表面に外皮が形成される。従って、いわゆる外皮形成時間が、硬化
速度についての尺度である。典型的には、２３℃且つ相対大気湿度５０％で２時間までの
外皮形成時間が、目指すに値する。シリル化ポリウレタン、シリル化ポリウレア、シリル
化ポリエーテル、およびシリル化ポリスルフィドを含有する組成物は、硬化された状態に
おいて、伸縮性が高い際の高い機械的強度、並びに良好な付着特性を有する。そのため、
殊に弾性のある接着剤として、弾性のある封止剤として、または弾性のあるコーティング
としての数多くの用途のために適している。殊に、迅速な硬化が必要とされ、且つ伸縮性
についての高い要求と同時に、付着特性および強度についての高い要求を課される用途の
ために適している。
【００８６】
　本発明のさらなる対象は、接合部品の間の素材結合を作り出すための、一成分系または
二成分系としての接着剤または封止剤の使用である。本発明による組成物は、硬化された
状態において、伸縮性が高い際の高い機械的強度、並びに良好な付着特性を有している。
そのため、殊に弾性のある接着剤として、弾性のある封止剤として、または弾性のあるコ
ーティングとしての数多くの用途のために適している。殊に、迅速な硬化が必要とされ、
且つ伸縮性についての高い要求と同時に、付着特性および強度についての高い要求を課さ
れる用途のために適している。
【００８７】
　適した用途は、例えば、コンクリート、モルタル、ガラス、金属、セラミック、プラス
チックおよび／または木材製の接合部品の間の素材結合である。特別な実施態様において
、接合部品は、一方が表面、他方がカーペット敷材、ＰＶＣ敷材、ラミネート、ゴム敷材
、コルク敷材、リノリウム敷材、木材敷材、例えば寄木張りの床（Ｐａｒｋｅｔｔ）、床
、船底またはタイルである。殊に、本発明による組成物を、自然石の接合のために使用で
きる。さらには、本発明による接着剤および封止剤を、工業製品または消費者製品の製造
または補修のために、並びに地上建築または地下建築、並びに殊に衛生分野における構成
部品の封止または接着のために用いることができる。特に、接合部品は、乗用車の、トレ
ーラーの、トラックの、キャンピングカーの、列車の、航空機の、船の、および線路の建
築における部品であってよい。
【００８８】
　この分野における弾性の接着のための接着剤は、好ましくは、本質的に丸いまたは三角
形の断面積のビードの形態で施与される。車両建築における弾性の接着は、例えば、部品
、例えばプラスチックカバー、飾り縁、フランジ、バンパー、乗員空間、または他の取り
付け部品を、輸送手段の塗装ボディに貼ること、またはガラス（Ｓｃｈｅｉｂｅｎ）をボ
ディに貼り込むことである。
【００８９】
　地上建築および地下建築における好ましい試用分野は、地上建築の接合、床の接合、水
管理法に従う接合、連結接合（Ａｎｓｃｈｌｕｓｓｆｕｇｅ）、伸縮接合（Ｄｅｈｎｆｕ
ｇｅ）、または衛生領域における封止接合である。好ましい実施態様において、記載され
た組成物は、弾性の接着剤または封止剤として用いられる。弾性の接着剤としては、該組
成物は典型的には、少なくとも５％、且つ、弾性の封止剤としては少なくとも３００％の
破断点伸びを室温で有する。
【００９０】
　例えば地上建築または地下建築における接合のための封止剤として組成物を使用するた
めに、または例えば車両建築における弾性の接着のための接着剤として使用するために、
該組成物は有利には、構造粘性特性を有するペースト状の軟度を有する。かかるペースト
状の封止剤または接着剤は、適した器具を用いて接合部品に施与される。施与のために適
した方法は、例えば市販のカートリッジ、袋、カートリッジ内に入れられている袋からの
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適用（手動で、または圧縮空気を用いて作業される）、または樽またはホブボックからの
、フィードポンプまたは偏心スクリューポンプを用いた、随意に適用ロボットを用いた適
用である。
【００９１】
　接合部品を、必要に応じて、接着剤または封止剤を適用する前に前処理することができ
る。かかる前処理は、殊に、物理的および／または化学的精製法、例えば研磨、サンドブ
ラスト、ブラシ、またはその種のもの、またはクリーナーまたは溶剤を用いた処理、また
は接着促進剤、接着促進剤溶液またはプライマーの施与を含む。
【００９２】
　接着剤として使用する場合、本発明による組成物を、一方の接続部または他方の接続部
に、または両方の接続部品に適用する。その後、接着されるべき部品を接合し、そこで接
着剤が硬化する。その都度、部品の接合はいわゆるオープンタイム内に行われ、両方の接
合部が確かに互いに接着されることが確実になるように留意するべきである。
【００９３】
　本発明のさらなる対象は、接着剤または封止剤の製造方法であって、ａ）　成分（Ａ）
、成分（Ｂ）、および随意に、充填材、可塑剤、チキソトロープ剤、酸化防止剤およびＵ
Ｖ吸収剤の系列からの少なくとも１つの化合物を装入し、ｂ）　随意に、溶剤および接着
促進剤の系列からの少なくとも１つの化合物を添加し、且つ、該成分を均質に混合する、
前記製造方法である。
【００９４】
　本発明による製造方法のためには、用いられる成分が、工程全体の間、互いに混合され
るか、もしくは揺動保持されることが好ましいとみなされる。選択的に、用いられる成分
を、製造方法の最後に初めて互いに混合することができる。混合装置として、当業者に公
知のこのための全ての装置が適しており、殊に、固定ミキサー、プラネタリーミキサー、
水平乱流ミキサー（Ｄｒａｉｓ社）、プラネタリー溶解機もしくは溶解機（ＰＣ　Ｌａｂ
ｏｒｓｙｓｔｅｍｅ社）、強力ミキサーおよび／または押出機であってよい。
【００９５】
　本発明による接着剤または封止剤の製造方法を、不連続的に、例えばプラネタリーミキ
サー内で実施することができる。しかし、該方法を連続的に稼働させることも可能であり
、このために、殊に押出機が適していることが判明している。この場合、結合剤を押出機
に入れ、且つ、液体並びに固体の添加物質を計量供給する。
【００９６】
　意外なことに、本発明による接着剤および封止剤が、従来技術と比較して、良好な機械
的特性並びに低い流動点を有し、且つ、最適な平坦化性をもたらすことが判明した。従っ
て、設定された課題を、本発明による接着剤および封止剤を提供することにより、完全に
解決できる。
【００９７】
　以下の実施例により、本発明の利点が明確に示される。
【００９８】
　実施例
　製造例１：
　２－エチルヘキシル－メチル－テレフタレートの製造
　サーモスタットに接続されている強力クーラーと、蒸留ブリッジとからなる、２０００
ｍｌの多口フラスコ攪拌装置内に、１．２Ｌのキシレン中の１ｍｏｌのジメチルテレフタ
レートを４０℃で装入し、且つ、３４０ｍｇのチタン（ＩＶ）ブチレートと、１ｍｏｌの
２－エチル－１－ヘキサノールとの混合物を滴下する。
【００９９】
　引き続き、該混合物を１３０℃に加熱し、且つ、還流しながら８時間沸騰させる（強力
クーラーを８０℃に調温する）。反応の間に形成されるメタノールを留去する。
【０１００】
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　反応後、該混合物を８時間のうちに２０℃に冷却し、且つ、形成された沈殿物を、ガラ
スウールを通じてろ過する。ジメチルテレフタレートからなる濾過ケークを破棄し、且つ
ろ液を５時間、－１０℃で保管する。引き続き、再度、ガラスウールを通じてろ過し、且
つ、形成されたジメチルテレフタレートを分離する。溶剤のキシレンを分離するために、
ろ液を２５ｍｂａｒの減圧および４０℃で留去する。そのように得られた２－エチルヘキ
シル－メチル－テレフタレートは、ＧＣ　ＭＳによれば、純度５４．３質量％を有する。
残りの４５．７質量％は、ジ－２－エチルヘキシルテレフタレートである。
【０１０１】
　使用例１
　結合剤Ａｃｒｏｎａｌ　Ｓ４１０を、ｐＨ値８に調整する。その後、顔料分布剤Ｐｉｇ
ｍｅｎｔｖｅｒｔｅｉｌｅｒ　ＮＬを装入し、Ｌｕｔｅｎｓｏｌ　ＡＯ　８９を添加し、
且つ、該成分を互いに混合する。引き続き、それぞれの可塑剤、Ｋｒｏｎｏｓ　２０５６
およびＯｍｙａｃａｒｂ　２　ＳＶを添加し、且つ混合する。該封止剤を、アルミニウム
カートリッジまたはプラスチックカートリッジに充填する。
【０１０２】
　使用例２
　可塑剤、Ｓｏｃａｌ　Ｕ１Ｓ２およびＯｍｙａｌｉｔｅ　９０　Ｔを装入し、且つ、温
度６０℃、減圧下で互いに混合する。引き続き、結合剤およびＡｅｒｏｓｉｌ　Ｒ２０２
を添加する。最後の工程で、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＧＬＹＭＯおよびＭｅｔａｔｉｎ　７
４０を添加し且つ混合する。該封止剤を、アルミニウムカートリッジまたはプラスチック
カートリッジに充填する。
【０１０３】
　使用例３
　結合剤ＰＰ　６００の１／３、それぞれの可塑剤およびＯｍｙａｃａｒｂ　２ＳＶを装
入し、且つ、減圧下で互いに混合する。引き続き、ＰＰ　６００の２／３およびＡｅｒｏ
ｓｉｌ　Ｒ　２０２を添加する。最後の工程で、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＧＬＹＭＯおよび
Ｌｕｐｒａｎａｔ　Ｎ　１０６　ＤＭＤＥＥを添加し且つ混合する。該封止剤を、アルミ
ニウムカートリッジまたはプラスチックカートリッジに充填する。それぞれの配合を表に
示し、ここで、欄内の数値のデータは質量部に関するものである。
【０１０４】
　可塑剤混合物は以下からなる
【表１】

【０１０５】
　使用例１
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【表２】

【０１０６】
　使用例２

【表３】

【０１０７】
　使用例３
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【表４】

【０１０８】
　実施例からわかるとおり、２－エチルヘキシル－メチル－テレフタレートの添加により
、従来のテレフタレートの使用に対して、接着剤および封止剤における流動点が低下し、
且つ、平坦化性が改善される。
【０１０９】
　凡例：
　ＰＰ　６００：　ＢＡＳＦ　ＳＥのポリウレタン結合剤
　Ｐｏｌｙｍｅｒ　ＳＴ　６１：　Ｈａｎｓｅ　Ｃｈｅｍｉｅ　ＡＧのシラン末端化ポリ
ウレタン結合剤
　ＤＯＴＰ：　ジオクチルテレフタレート　（ビス（２－エチルヘキシル）テレフタレー
ト）
　Ｏｍｙａｃａｒｂ　２　ＳＶ：　Ｏｍｙａ　Ｉｎｃ．の粉砕チョーク
　Ｏｍｙａｌｉｔｅ　９０　Ｔ：　Ｏｍｙａ　Ｉｎｃ．の高純度表面処理炭酸カルシウム
　Ａｅｒｏｓｉｌ　Ｒ　２０２：　Ｅｖｏｎｉｋ　Ｄｅｇｕｓｓａ　ＧｍｂＨの熱分解法
シリカ
　Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＧＬＹＭＯ：　Ｅｖｏｎｉｋ　Ｄｅｇｕｓｓａ　ＧｍｂＨの３－
グリシジルオキシプロピルトリメトキシシラン
　Ｌｕｐｒａｎａｔ　Ｎ　１０６　ＤＭＤＥＥ：　ＢＡＳＦ　ＳＥの２，２’－ジモルホ
リニルジエチルエーテル
　Ｍｅｔａｔｉｎ　７４０：　Ａｃｉｍａ　ＡＧのジブチルスズケトネート（ｋｅｔｏｎ
ａｔ）
　Ａｃｒｏｎａｌ　Ｓ　４１０：　ＢＡＳＦ　ＳＥのアクリレート分散液
　Ｐｉｇｍｅｎｔｖｅｒｔｅｉｌｅｒ　ＮＬ：　ＢＡＳＦ　ＳＥの、水中のポリアクリル
酸ナトリウム塩
　Ｌｕｔｅｎｓｏｌ　ＡＯ　８９：　ＢＡＳＦ　ＳＥの、水中の脂肪アルコールエトキシ
レート
　Ｋｒｏｎｏｓ　２０５６：　ＫＲＯＮＯＳ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ，　Ｉｎｃ．
の二酸化チタン
　Ｓｏｃａｌ　Ｕ１Ｓ２：　Ｓｏｌｖａｙ　Ｓ．Ａ．の沈降チョーク微細被覆。
【０１１０】
　手段：
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　引張試験を、ＤＩＮ　５３５０４に基づき実施した。流動点は、振動モードにおいて、
２３℃でＡｎｔｏｎ　Ｐａａｒ　ＧｍｂＨのＰｈｙｓｉｃａ　ＭＣＲ　３０１レオメータ
を用いて、以下の条件下で測定した：
　変形：　０．０１～１００％
　角周波数：　１０　１／秒。
【０１１１】
　外皮形成時間は、材料表面上に金属ピンを置くことによって測定した。金属ピンの先端
に材料がもはや付着しなくなったときが、前記外皮形成時間に達したときである。
【０１１２】
　平坦化性は、接着剤または封止剤のビードを平坦化することによって測定される。この
ために、該材料を平滑剤と共に噴霧し、引き続き、１０回、平らな層が生じるまで指で該
ビードを指で広げる。最適な結果および広がり挙動を平坦化性としてまとめ、且つ、学校
の採点システムを用いて１～６で評価し、ここで、１は非常に良好であることを表し、且
つ、６は不可を表す。
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